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【 定 義 】 

居宅要介護者であって、脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化に

より日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態（以下「認知

症」という。）であるものについて、サービスの拠点に通わせ、当該施設において、入浴、排せつ、

食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練を行うこと。 

 

【 基本方針 】（基準第 41条、予防第 4 条） 

要介護状態となった場合においても、その認知症である利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必

要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能

の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

【 認知症対応型通所介護の種類 】 

単独型 

・特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施

設、介護医療院、 その他社会福祉法第 62 条第１項に規定する社会福祉

施設、特定施設に併設されていない事業所において行われるもの。 

・認知症対応型通所介護費（Ⅰ）の認知症対応型通所介護費（ｉ）を算定 

併設型 

・特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施

設、介護医療院、 その他社会福祉法第 62 条第１項に規定する社会福祉

施設、特定施設に併設されている事業所において行われるもの。 

・認知症対応型通所介護費（Ⅰ）の認知症対応型通所介護費（ⅱ）を算定 

共用型 

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所の居間又は食堂、地域

密着型特定施設、地域密着型介護老人福祉施設の食堂又は共同生活室

において、これらの事業所、施設※の利用者・入居者・入所者とともに

行うもの。 

・認知症対応型通所介護費（Ⅱ）を算定 

※事業者は指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支

援、指定介護 予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス、指定介

護予防支援の事業、又は介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設

の運営について３年以上の経験を有する者でなければならない。 

 

 

 

※認知症対応型通所介護の利用者については、医師の診断書等の画一的な取り扱いで確

認を求めるものではないが、サービス担当者会議や、介護支援専門員のアセスメント

等において、当該利用者にとっての認知症対応型通所介護サービスの必要性及び利用

目的を十分に検討・確認すること。 

（介護保険最新情報 Vol.959「居宅介護支援等に係る書類・事務手続や業務負担等の取扱い

について（令和 3 年 3 月 31 日）」） 

 

Ⅰ．認知症対応型通所介護事業とは 



- 5 - 

 

 

 

 

１ 単独型及び併設型 

(1) 管理者 

・事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の者であること。（ただし、事業所の管理上支障がない

場合※は、当該事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができ

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切なサービスを提供するために必要な知識及び経験を有する者であって、「認知症介護実践者研

修、認知症対応型サービス事業管理者研修等」を修了している者。 

 

 

 

 

 

 

(2) 生活相談員 

・社会福祉主事、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、看護師、准看護師、介護支援専門員、

介護職員実務者研修または旧介護職員基礎研修課程修了者で介護サービス事業所等に介護職員等と

して 2年以上勤務した経験のある者。 

・サービス提供日ごとに、サービス提供開始時刻から終了時刻に（サービスが提供されていない時間

帯を除く）、専らサービスの提供にあたる生活相談員が１以上。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．人員に関する基準 

➢ 管理業務に支障がない兼務 

① 事業所の従事者として従事する場合 

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に

従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事

する時間帯も、当該事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適

切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、管理者

や従事者として従事する場合 

➢ 管理業務に支障がある兼務 

① 管理すべき事業所数が過剰であると、個別に判断される場合 

② 併設の入所施設で、入所者にサービスを提供する看護・介護職員との兼務 

③ 事故発生時等の緊急時において管理者自身が当該指定認知症対応型通所介護事業所に駆け

つけることができない体制になっている場合 

➢ 管理者の変更の届出を行う場合については、管理者交代時の都道府県における研修の開催状

況等を踏まえ、新たに管理者を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の

申込を行い当該管理者が研修を修了することが確実に見込まれる場合は当該管理者が研修を

修了していない場合であっても差し支えない。 

➢ 例えば、一単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を実施している事業所の提供時

間帯の時間数を６時間とした場合、生活相談員がサービス提供時間内に勤務している時間数

の合計数（以下「勤務延時間数」という。）を、提供時間帯の時間数である６時間で除して

得た数が１以上となるよう確保すればよいことから、生活相談員の員数にかかわらず６時間

の勤務延時間数分の配置が必要となる。 

また、午前９時から正午、午後１時から午後６時の２単位の単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護を実施している事業所の場合、当該事業所におけるサービス提供時間は午前９時

から午後６時（正午から午後１時までを除く。）となり、提供時間帯の時間数は８時間とな

ることから、生活相談員の員数にかかわらず８時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。 
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(3) 看護師若しくは准看護師（以下「看護職員」という）または介護職員 

 ①単位ごとに専従で１以上 ＋ ②サービス提供時間に応じて１以上（常勤換算方式） 

①事業所の単位ごとに、専らサービスの提供に当たる看護職員または介護職員が１以上。提供時間    

を通じて専従する必要はないが、提供時間帯を通じて事業所と密接かつ適切な連携を図ること。 

②提供している時間帯に看護職員又は介護職員が勤務している時間数の合計数を、提供しているサ  

ービス時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 機能訓練指導員 

・事業所ごとに、専らサービスの提供にあたる機能訓練指導員が 1以上。（ただし、当該事業所の他

の職務に従事することもできる。） 

・日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者※であること。 

 ※・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護職員・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師 

・はり師・きゅう師（他の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で 6 月以上機能訓練指     

導に従事した経験を有するものに限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 共用型 

(1) 管理者 

・単独型及び併設型と同じ。 

(2) 従業員数 

・共用する事業所、施設の利用者、入居者・入所者の数と当該通所介護の利用者の数を合計した数に

ついて、（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型特定施設、地域密着型介護老

人福祉施設の従業者の員数を満たすために必要な数以上。 

 

 

➢ 上記①については、看護職員または介護職員が常に確保されるよう必要な配置を行うよう定

めたものであり、例えば、当該単独型・併設型認知症対応型通所生活介護の単位ごとに確保

すべき看護・介護職員の勤務延時間数が提供時間帯の時間数に満たない場合であっても、常

時 1 人以上が確保されるよう配置を行う必要があることに留意すること。 

➢ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位ごとに看護職員又は介護職員を常時 1人以

上確保すること。 

➢ 利用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位の

看護職員又は介護職員として従事することができるものとする。 

  ※ 例えば複数の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同じ時間帯に実施して

いる場合、単位ごとに看護職員又は介護職員が常に 1 人以上確保されている限りにおいて

は、単位を超えて柔軟な配置が可能である。 

➢ 生活相談員、看護・介護職員のうち、1 人以上は常勤でなければならない。なお、同一事業

所で複数の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同時に行う場合であっても、

常勤の従業者は事業所ごとに確保すれば足りるものである。 

 

➢ 加算の算定の有無にかかわらず、上記の資格を有するものを機能訓練指導員として配置する

こと。ただし、同一事業所内で他の職と兼務することは可能である。また、レクリエーショ

ンや行事を通じて行う機能訓練は、機能訓練指導員が作成した計画を元に生活指導員又は介

護職員が兼務して行ってもよい。 



- 7 - 

 

＜常勤とは＞ 

認知症対応型通所介護事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の

従業者が勤務すべき時間数（週３２時間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）に達してい

ることをいうものである。ただし、母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働

時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイド

ライン」に沿って事業所が自主的に設ける所定労働時間の短縮処置が講じられている者について

は、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が

勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とする。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法第６５条に規定

する休業、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第一号に規定する育児休業、同条第二号

に規定する介護休業、同法第２３条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第２４

条第１項（第二号に係る部分に限る。）の規定により同項第二号に規定する育児休業に関する制

度に準じて講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該人員基準において求められる資

質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満た

すことが可能であることとする。 

＜常勤換算方法について＞ 

 常勤換算方法…事業所の従業者の員数を、常勤の従業者の員数に換算する方法。 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数

（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者

の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律第１３条第１項に規定す

る措置又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第２３条第

１項、同条第３項又は同法第２４条に規定する所定労働時間の短縮等の措置が講じられている場

合、３０時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数

を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成 24年 3 月 16 日） 

（問 56） 同一の利用者が利用日ごとに異なる提供時間数のサービスを受けることは可能か。 

（答）適切なアセスメントを経て居宅サービス計画及び通所サービス計画がそのような時間設定で

あれば、利用日によってサービス提供時間が異なることはあり得るものである。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成 24年 3 月 16 日） 

（問 57）サービスの提供開始や終了は、一単位の利用者について同時に行わなければならないのか。 

（答）サービスの提供にあたっては、利用者ごとに定めた通所サービス計画における通所サービス

の内容、利用当日のサービスの提供状況、家族の出迎え等の都合で、サービス提供の開始・

終了のタイミングが利用者ごとに前後することはあり得るものであり、また、そもそも単位

内で提供時間の異なる利用者も存在し得るところである。報酬の対象となるのは実際に事業

所にいた時間ではなく、通所サービス計画に定められた標準的な時間であるとしているとこ

ろであり、サービス提供開始時刻や終了時刻を同時にしなければならないというものではな

い。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和 3年 3 月 26 日） 

（問23） 所要時間区分（6時間以上7時間未満、8時間以上9時間未満など）は、あらかじめ事業所

が確定させておかなければならないのか。 
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（答）各利用者の通所サービスの所要時間は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて作成される通所サービス計画に位置づけられた内容によって個別に決まるもの

であり、各利用者の所要時間に応じた区分で請求することとなる。運営規程や重要事項説明

書に定める事業所におけるサービス提供時間は、これらを踏まえて適正に設定する必要があ

る。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成 24年 3 月 16 日） 

（問63）通所介護において、確保すべき従業者の勤務延時間数は、実労働時間しか算入できないの

か。休憩時間はどのように取扱うのか。 

（答）労働基準法第 34 条において最低限確保すべきとされている程度の休憩時間については、確

保すべき勤務延時間数に含めて差し支えない。ただし、その場合においても、基準を満たす必

要があることから、介護職員全員が同一時間帯に一斉に休憩を取ることがないようにするこ

と。また、介護職員が常時 1 名しか配置されていない事業所については、当該職員が休憩を取

る時間帯に、介護職員以外で利用者に対して直接ケアを行う職員が配置されていれば、基準を

満たすものとして取り扱って差し支えない。 

このような取扱いは、通常の常勤換算方法とは異なりサービス提供時間内において必 要な労

働力を確保しつつピークタイムに手厚く配置することを可能とするなど、交代で休憩を取得し

たとしても必ずしもサービスの質の低下には繋がらないと考えられる通所介護（療養通所介護

は除く）に限って認められるものである。 

なお、管理者は従業者の雇用管理を一元的に行うものとされていることから、休憩時間の取得

等について労働関係法規を遵守すること。認知症対応型通所介護についても同様の考え方とす

る。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成 24年 3 月 30 日） 

（問11）人員配置の計算の基となる「提供時間数」については、通所サービス計画上の所要時間に

基づく配置となるのか、それとも実績に基づく配置となるのか。 

（答）通所サービス計画上の所要時間に基づき配置する。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成 24年 3 月 30 日） 

（問12）通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については確保

すべき勤務延時間数に含めることができるか。 

（答）通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については、確保

すべき勤務延時間数に含めて差し支えない。認知症対応型通所介護についても同様の取扱い

となる。 

 

 

 

 

１ 単独型及び併設型  

(1) 食堂及び機能訓練室 

・合計面積が、３㎡×利用定員以上であること。 

・食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施

に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

※狭あいな部屋を多数設置することにより面積を確保すべきものではない。 

ただし、当該サービスの単位をさらにグループ分けして効果的なサービスの提供が期待される場合  

はこの限りではない。 

Ⅲ．設備に関する基準 
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(2) 相談室 

・部屋ではなくスペースを設けることにより対応する場合、遮へい物の設置等により、相談の内容が

漏れないよう配慮されていること。 

(3) 静養室 

・部屋ではなくスペースを設けることにより対応する場合、遮蔽物を設置するなどして静養に適した

環境となるように配慮する。 

(4) 事務室 

・必要な広さを有すること。 

・他サービスと共同で事務室を使用する場合、認知症対応型（介護予防）通所介護事業所の事務所と

して利用する部分を明確にすること。 

(5) 消火設備その他非常災害に際して必要な設備 

・消防法及び建築基準法等、その他の法令等に規定された設備を示しており、それらの設備を確実に

設置しなければならない。 

(6) 利用定員 

・１単位あたり、１２人以下。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) その他 

・トイレ等その他必要な設備を設けること。 

・事業所全体として、各所の段差の解消や手すりを取り付けるなどして利用者自身で動くことが出来

るように、また安全面に配慮すること。 

 

＜設備の共有について＞ 

➢ 当該サービスの機能訓練室と、当該事業所と併設の関係にある病院、診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院における通所リハビリテーションを行うためのスペースについては、以下の条件

に適合するときは、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。 

ア 当該部屋等において当該サービスの機能訓練室等と通所リハビリテーション等を行うためのス    

ペースが明確に区分されていること 

イ 当該サービスの機能訓練室等として使用される区分が、当該サービスの設備基準を満たし、か    

つ通所リハビリテーションを行うためのスペースとして利用される区分が、通所リハビリテーシ   

ョン等の設備基準を満たすこと 

➢ 指定居宅サービス事業所等を併設している場合に、利用者へのサービス提供に支障がない場合

は、設備基準上両方のサービスに規定があるものは共用が可能。また、玄関、廊下、階段、送迎

車両など、基準上は規定がないが、設置されるものについても、利用者へのサービス提供に支障

がない場合は、共用が可能。 

（平成 18 年 3 月 31 日老計発 0331004 号他 第 3 の三の 2⑴） 

➢ 災害その他のやむを得ない事情がある場合を除いて、利用定員の超過は不可。 

➢ 単独型・併設型の単位とは、同時に一体的に提供されるものであることから、例えば、次の

ような場合は 2 単位として扱われ、それぞれに必要な従業者を確保する必要がある。 

① 単独型・併設型認知症対応型通所介護が同時に一定の距離を置いた 2つの場所で行われ、こ

れらのサービスの提供が一体的に行われているとはいえない場合。 

② 午前と午後とで別の利用者に対して単独型・併設型認知症対応型通所介護を提供する場合。

※また、利用者ごとに策定した認知症対応型通所介護計画に位置づけられた内容の認知症対応

型通所介護が一体的に提供されていると認められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利

用者に対して認知症対応型通所介護を行うことも可能である。なお同時一体的に行われている

とは認められない場合は、別単位となることに留意すること。 



- 10 - 

 

＜夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合＞ 

 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供以外の目的で、単独型・併設型認知症対応型指定

通所介護事業所の設備を利用し、夜間又は深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外のサ

ービス（以下「宿泊サービス」という。）を提供する場合には、当該サービスの内容を当該サービス

の提供開始時間前に当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った市町村

長（以下「指定権者」という。）に届け出る必要がある。 

 また、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は宿泊サービスの届出内容に係る介護サー

ビス情報を都道府県に報告し、都道府県は情報公表制度を活用し宿泊サービスの内容を公表すること

とする。 

 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は届け出た宿泊サービスの内容に変更がある場合

は、変更の事由が生じてから１０日以内に指定権者に届け出るよう努めることとする。また、宿泊サ

ービスを休止又は廃止する場合は、その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者に届け出るよう努

めることとする。 

（参考）指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業

の人員、設備及び運営に関する指針について（平成 27 年 4 月 30 日老振発第 0430 第 1 号他） 

 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成27年4月1日） 

（問64）指定通所介護事業所の設備を利用して夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供

する事業所については、平成27年4月1日から届出制が導入されるが、本届出が行われていなかった

場合や事故報告がなかった場合の罰則等の規定はあるか。 

（答）届出及び事故報告については、指定居宅サービス等基準を改正し規定したものであるため、

届出を行わない場合や事故報告を行わなかった場合には、指定通所介護事業所の運営基準違

反となる。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成27年4月1日） 

（問66）宿泊サービスの届出要件として、「指定通所介護事業所の設備を利用し」とあるが指定通

所介護事業所として届け出ている食堂、機能訓練室、静養室、相談室、事務室以外の部屋や隣接す

る建物等で宿泊サービスを提供する場合の扱いはどうなるのか。 

（答）指定通所介護事業所の設備を利用して提供する宿泊サービスについては、届出の対象とする

が、指定通所介護事業所の設備を利用しないものについては対象としない。 

また、食堂などの一部設備を共用するが、宿泊に関しては指定通所介護事業所等以外で実施

する場合は対象とならない。なお、高齢者を入居させ、「入浴、排せつ又は食事の介護」、

「食事の提供」、「洗濯、掃除等の家事」又は「健康管理」の少なくとも一つのサービスを

供与する場合には、有料老人ホームに該当し、老人福祉法上の届出を行うことが必要となる

ことに留意されたい。 

 

 

 

２ 共用型  

(1) 実施施設 

・(介護予防)認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型特定施設、地域密着型介護老人福祉施設 

(2) サービス形態 

・上記施設の利用者と一緒に行われるサービス。 
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(3) 実施要件 

・共用サービスの事業所を運営している事業者が、介護保険サービス事業等を開始後３年以上経過し   

ていること。 

(4) 従業員数 

・共用サービスの利用者数＋認知症対応型通所介護の利用者数で、共用サービスの人員基準を満たす 

こと。 

➢ 共用される事業の人員に関する基準 

① 指定認知症対応型共同生活介護事業所…指定地域密着型サービス基準第９０条 

② 指定地域密着型特定施設…同第１１０条 

③ 指定地域密着型介護老人福祉施設…同第１３１条 

※ この場合の利用者数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満及び４時間以上５時間未満の

報酬を算定している利用者(２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。)について

は、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満及び６時間以上７時間未満の

報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を乗じて得た数とし、７時間以上８時間

未満及び８時間以上９時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に１を乗じて得

た数として計算した全利用者の延べ数をもとに算出することとし、この計算により得た数をもとに

算定することとする。 

 

(5) 利用定員 

・１日当たりの利用定員（同一時間帯に受け入れることができる利用者の上限） 

認知症対応型共同生活介護事業所 共同生活住居（ユニット）ごとに３人以下 

地域密着型特定施設 

地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型を除く） 
施設ごとに３人以下 

地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型） 
１ユニット当たりユニットの入居者と併せて

１２人以下 

※ 1 日の同一時間帯に各定員を超える利用者の受入は不可。 

※ 災害その他やむを得ない事情がある場合を除いて、利用定員の超過は不可。 

※ 地域密着型介護老人福祉施設等において複数の共同生活住居等がある場合、両サービスの利用

者に対して介護を行うのに十分な広さを確保できれば、どの共同生活住居等で共用型認知症対応

型通所介護をしてもいい。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和3年3月26日） 

（問106）認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行う事業所にあって

は、それぞれの事業ごとに利用定員を定めるのか。それとも両事業の利用者を合算して利用定員を

定めるのか。また、利用者の数が利用定員を超える場合（いわゆる定員超過減算）については、ど

のように取り扱うべきか。 

（答）認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護が一体的に行われている事業所にあ

っては、認知症対応型通所介護の利用者と介護予防認知症対応型通所介護の利用者との合算

により利用定員を定めるものである。従って、例えば利用定員が 12 人の事業所にあって

は、認知症対応型通所介護事業と介護予防認知症対応型通所介護事業それぞれについて定員

超過減算が適用される。 
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介護保険Ｑ＆Ａ（令和3年3月26日） 

（問 107）単独型・併設型（介護予防）認知症対応型通所介護について、単位ごとの利用定員は 12

人以下と定められているが、1 事業所が同一時間帯に複数単位にてサービスの提供を行うこと（サ

ービスの提供が同時に一定の距離を置いた 2 つの場所で行われ、これらのサービスの提供が一体的

に行われているとはいえない状況にあること）は想定されるか。 

（答）想定される。なお、複数単位にてサービス提供を行う場合、従業者については、それぞれの

単位ごとに必要な従業者を確保する必要がある。また、設備及び備品等については、事業所

ごとに必要な設備及び備品等をそろえる必要がある。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和3年3月26日） 

（問 108）共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員については、指定（介護予防）認知

症対応型共同生活介護事業所においては、共同生活住居ごとに 1 日当たり 3 人以下（中略）とされ

ているが、1 日の利用延人員数が 3 人まで（12 人まで）ということか。 

（答）利用定員に係る要件として定められる「1 日当たり 3 人以下（12 人以下）」とは、同一時間

帯に受け入れることが可能である人数を示したものであり、従って、例えば午前のみ（午後

のみ）利用する者がいる事業所にあっては、1日の利用延人員数が 3 人（12人）を超えるこ

とも想定される。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和3年3月26日） 

（問 109）共用型指定（介護予防）認知症対応型通所介護を行う指定（介護予防）認知症対応型通

所介護事業所の複数のユニットがある場合（中略）、利用者をいずれのユニットで受け入れてもよ

いのか。 

（答）指定（介護予防）認知症対応型通所介護事業所（中略）に複数のユニットがある場合は、共

用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用者及び指定（介護予防）認知症対応型共同生活

介護事業所（中略）の両方に対してケアを行うのに充分な広さを確保できるのであれば、ど

のユニットで受け入れても差し支えない。 

 

全国介護保険担当課長ブロック会議Ｑ＆Ａ（平成 18 年 2 月 24 日） 

（問 51）共用型認知症対応型通所介護事業所において、職員の配置は利用定員 3 人に対して 1 人

でよいのか。 

（答）共用型認知症対応型通所介護事業が行える事業所の利用者若しくは入所者の数と、認知症対

応型通所介護事業の利用者の数を合計した数に対して、それぞれの人員配置基準を満たす数

の職員が必要である。 

例えば、利用者 9 名の認知症対応型共同生活介護事業所で共用型認知症対応型通所介護を行

う場合、認知症対応型共同生活介護事業所の利用者 9 名と、共用型認知症対応型通所介護の

利用者 3 名を合計した 12 名に対し、利用者 3 名に対し 1名の介護従業者が必要となること

から、常勤換算方法で 4 名の介護従業者を置かなければならない。 

 

全国介護保険担当課長ブロック会議Ｑ＆Ａ（平成 18 年 2 月 24 日） 

（問 46）機能訓練指導員の配置や口腔機能向上サービスなどを行う事業所の場合、入居者に対し

てもサービスを行うことは可能か。また、可能な場合、入居者から費用を徴収してもよいのか。 

（答）入居者に対して行うことは可能であるが、費用の徴収はできない。 

 

 

 



- 13 - 

 

 

 

 

１ 内容及び手続の説明及び同意【基準第３条の７（準用第６１条）、予防第１１条】 

・サービス提供をする前に、利用申込者やその家族に、重要事項説明書を交付して懇切丁寧に説明

し、同意を得ること。なお、当該同意については、利用者と事業者の双方を保護するため、書面に

よって確認することが適当である。 

① 運営規程の概要 

② 従業者の勤務の体制 

③ 事故発生時の対応 

④ 苦情処理の体制 

⑤ 提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評

価機関の名称、評価結果の開示状況） 

⑥ その他の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 

 

※ サービス提供後のトラブル防止のために、文書は、分かりやすいものとし、重要事項説明書等

を懇切丁寧に説明し同意を得て、契約を締結すること。また、重要事項説明書及び契約書の記載

漏れ等が無いように注意する。 

⑵ 事業者は、利用申込者又はその家族（以下「対象者」とする。）からの申出があった場合に

は、前項の規定による文書の交付に代えて、第5項で定めるところにより、当該対象者の承諾を

得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）により提供することが

できる。この場合において、当該事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

 ① 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

  イ 事業者の使用に係る電子計算機と対象者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回

線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  ロ 事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定する重要事

項を、電気通信回線を通じて対象者の閲覧に供し、当該対象者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の

承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、事業者の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルにその旨を記録する方法） 

  二 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに前項に規定する

重要事項を記録したものを交付する方法 

⑶ 前項に掲げる方法は、対象者がファイルへの記録を出力することにより文書を作成することが

できるものでなければならない。 

⑷ 第2項第1号の「電子情報処理組織」とは、事業者の使用に係る電子計算機と、対象者の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

⑸ 事業者は、第2項の規定により第1項に規定する重要事項を提供しようとするときは、あらかじ

め、当該対象者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁

的方法による承諾を得なければならない。 

 ① 第2項各号に規定する方法のうち事業者が使用するもの 

 ② ファイルへの記録の方式 

Ⅳ．運営に関する基準 
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⑹ 前項の規定による承諾を得た事業者は、当該対象者から文書又は電磁的方法により電磁的方

法による提供を受けない旨の申出があった場合は、当該対象者に対し、第1項に規定する重要

事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該対象者が再び前項の規定によ

る承諾をした場合は、この限りでない。 

 

２ 提供拒否の禁止【基準第３条の８（準用第６１条）、予防第１２条】 

・正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。 

＜正当な理由の例＞ 

① 事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

② 利用申込者の居住地が、事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

③ 利用申込者に対し自ら適切なサービス提供することが困難な場合 

 

３ サービス提供困難時の対応【基準第３条の９（準用第６１条）、予防第１３条】 

・事業所の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難である    

と認めた場合は、当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定地域密着型通

所介護事業者の紹介、その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

４ 受給資格等の確認【基準第３条の１０（準用第６１条）、予防第１４条】 

⑴ 指定認知症対応型通所介護の提供を求められた場合には、利用者の提示する被保険者証によっ

て、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめなければならない。 

⑵ 被保険者証に、認定審査会の意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、指

定地域密着型通所介護を提供するよう努めなければならない。 

※ 地域密着型サービス事業であることを踏まえ地区外の利用者については留意すること。 

 

５ 要介護認定の申請に係る援助【基準第３条の１１（準用第６１条）、予防第１５条】 

・要介護認定の（更新）申請が行われていない場合は、必要な援助を行うこと。 

 

６ 心身の状況等の把握【基準第２３条、予防第１６条】 

・居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれ

ている環境、他の保健医療サービス・福祉サービスの利用状況等の把握に努めること。 

 

７ 居宅介護支援事業者等との連携【基準第３条の１３（準用第６１条）、予防第１７条】 

・サービスを提供するに当たっては居宅介護支援事業者その他保健医療サービス・福祉サービスを提

供する者との密接な連携に努めること。 

・サービスの提供の終了に際しては、利用者、その家族に適切な指導を行うとともに当該利用者に係

る居宅介護支援事業者に対する情報提供及び保健医療サービス・福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めること。 

※特に介護支援専門員に対する認知症対応型通所介護計画の提出や介護サービスの実施状況の報告に

より利用者へのサービス提供状況の共通認識に努める等、連携を図ること。 

 

８ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助【基準第３条の１４（準用第６１条）、予防第１８条】 

・事業者は、サービスの提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則第６５条の４各号のい

ずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を指定居
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宅介護支援事業者に依頼する旨を市町村に対して届け出ること等により、サービスの提供を法定代理

受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業者に関する情報を

提供すること、その他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならない。 

※「介護保険法施行規則第６５条の４第１項第一号イ又はロに該当する利用者」とは、①居宅介護支

援事業者に居宅サービス計画の作成を依頼することをあらかじめ市町村に届け出て、②その居宅サ

ービス計画にもとづく指定居宅サービスを受ける利用者のことをいう。 

 

９ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供【基準第３条の１５（準用第６１条）、予防第１９条】 

・居宅サービス計画が作成されている場合は、居宅サービス計画に沿ったサービスの提供を行う。 

 

１０ 居宅サービス計画等の変更の援助【基準第３条の１６（準用第６１条）、予防第２０条】 

・利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、居宅介護支援事業者への連絡等必要な援助を

行う。 

 

１１ サービスの提供の記録【基準第３条の１８（準用第６１条）、予防第２１条】 

① 提供日、内容、保険給付の額等を居宅サービス計画書又はサービス利用票等に記載。 

② 提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、申出があった場合には、文書の交付等

により、その情報を利用者に対して提供する。 

 

１２ 利用料等の受領【基準第２４条（準用第６１条）、予防第２２条】 

⑴ 法定代理受領サービスに該当する指定認知症対応型通所介護を提供した際には、その利用者から

利用料の一部として、当該指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額か

ら当該指定認知症対応型通所介護事業者に支払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得

た額の支払いを受けるものとする。 

⑵ 法定代理受領サービスに該当しない指定認知症対応型通所介護を提供した際に、その利用者から

支払を受ける利用料の額と、指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額

との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

※ そもそも介護保険給付の対象となる指定認知症対応型通所介護のサービスと明確に区分される

サービスについては、次のような方法により別の料金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定認知症対応型通所介護の事業とは別事業であり、当該サービスが介   

護保険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が指定認知症対応型通所介護事業所の運営規程とは別に 

定められていること。 

ハ 指定認知症対応型通所介護の事業の会計と区分していること。 

⑶ 上記⑴及び⑵の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用者から受ける

ことができる。ただし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名

目による費用の支払いを受けることは認められない。 

① 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外に居住する利用者への送迎費用 

② 利用者の選定により通常要する時間を超えるサービス 

③ 食事の提供費用 

④ おむつ代 

⑤ ①から④以外でこのサービスで提供される便宜のうち、日常生活でも通常必要な費用で、利用

者に負担させることが適当な費用 

※ その他の費用の具体的内容については、「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱い  

について（平成１２年３月３０日 老企第５４号）」を参照。 
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通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（抄） 

(平成１２年３月３０日 老企第５４号) 

１「その他の日常生活費」の趣旨 

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者又は入院患者(以下「利用者等」という。)又はその家族

等の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等の提供の一環として提供する日常生活上の

便宜に係る経費がこれに該当する。 

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と関係のないもの

(利用者等の嗜好品の購入等)については、その費用は「その他の日常生活費」とは区別されるべき

ものである。 

２「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生活費」

の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければならないものとする。 

①「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に

重複関係がないこと。 

② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の受

領は認められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金といった

あいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らかにされる必要があること。 

③「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づい

て行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領について

利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならないこと。 

④「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行

われるべきものであること。 

⑤「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程にお

いて定められなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、

施設の見やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、「その他の日常生活費」の額に

ついては、その都度変動する性質のものである場合には、「実費」という形の定め方が許される

ものであること。 

 

別紙 各サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について（抜粋） 

(1) 通所介護、通所リハビリテーション及び認知症対応型通所介護並びに介護予防通所介護、介護

予防通所リハビリテーション及び介護予防認知症対応型通所介護 

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係

る費用 

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る

費用 

(2)～(6) 中略 

(7) 留意事項 

① (1)から(6)の①に掲げる「身の回り品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護者

等の日常生活に最低限必要と考えられる物品(例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用品

等)であって、利用者等の希望を確認した上で提供されるものをいう。したがって、こうした物

品を事業者又は施設がすべての利用者に対して一律に提供し、すべての利用者からその費用を

画一的に徴収することは認められないものである。 

② (1)、(2)、(4)及び(5)の②に掲げる「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、

事業者又は施設がサービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費等が

想定されるものであり、すべての利用者又は入所者に一律に提供される教養娯楽に係る費用(共
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用の談話室等にあるテレビやカラオケ設備の使用料等)について、「その他の日常生活費」とし

て徴収することは認められないものである。 

③～⑤略 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成12年3月31日） 

（問8）事業者等が実施するクラブ活動や行事における材料費等は、「その他の日常生活費」に該

当するか。 

（答）サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のうち、一般的に想定されるもの

（例えば、作業療法等機能訓練の一環として行われるクラブ活動や入所者等が全員参加する

定例行事）における材料費等は保険給付の対象に含まれることから別途徴収することはでき

ないが、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のために調達し、提供する

材料であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの（例えば、習字、お花、絵

画、刺繍等のクラブ活動等の材料費）に係る費用は、教養娯楽に要する費用として「その他

の日常生活費」に該当する。なお、事業者等が実施するクラブ活動や行事であっても、一般

的に想定されるサービスの提供の範囲を超えるもの（例えば、利用者の趣味的活動に関し事

業者等が提供する材料等や希望者を募り実施する旅行等）に係る費用については、サービス

提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。 

 

 

１３ 保険給付の請求のための証明書の交付【基準第３条の２０（準用第６１条）、予防第２３条】 

・法定代理受領サービスに該当しない利用料の支払を受けた場合、内容、費用等を記載したサー

ビス提供証明書を利用者に交付すること。 

 

１４ 指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針【基準第５０条、予防第４１条】 

① 利用者の認知症の症状の進行の緩和に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うこと。 

② 自ら提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ること。 

 

１５ 指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針【基準第５１条、予防第４２条】 

⑴ 指定認知症対応型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、

地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行

う。 

⑵ 利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができる

よう配慮して行う。 

⑶ サービスの提供に当たっては、認知症対応型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよ

うに、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行う。 

※ 個々の利用者に応じて作成されたサービス計画に基づいて行われるものであるが、グループご

とにサービス提供が行われることを妨げるものではない。 

※ 利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより､達成感や満足感を得､自信を回復す

るなどの効果が期待されるとともに、利用者にとって自らの日常生活の場であると実感できるよ

う必要な援助を行うこと。 

※ 事業所内でサービスを提供することが原則であるが、次に掲げる条件を満たす場合において

は、事業所の屋外でサービスを提供することができる。 

イ あらかじめ認知症対応型通所介護計画に位置付けられていること 
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ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること 

（平１８老計発０３３１００４他第３の三の３⑴） 

⑷ 提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供

方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑸ 提供に当たっては、当該利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録しなければならない。 

※ 緊急やむを得ない理由については切迫性、非代替性及び一時性の 3つの要件を満たすことについ

て、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容

について記録しておくことが必要である。 

なお、基準第６０条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑺ 提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行う。 

⑻ 常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサ

ービスを利用者の希望に添って適切に提供する。 

 

１６ 認知症対応型通所介護計画の作成【基準第５２条】 

⑴ 管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目

標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応型通所介護計画を

作成しなければならない。 

⑵ 既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しな

ければならない。 

 

 

 

 

⑶ 管理者は、計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利

用者の同意を得て、利用者に交付する。 

※ 認知症対応型通所介護計画の目標及び内容については、利用者又は家族に説明を行うとともに、

その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

⑷ 計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

 

１７ 利用者に関する市町村への通知【基準第３条の２６（準用第６１条）、予防第２４条】 

・利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態の程度を悪化させたときや不正な受給があるとき

等は、意見を付け市町村（保険者）に通知すること。 

 

１８ 緊急時等の対応【基準第１２条（準用第６１条）、予防第２５条】 

・従事者は、サービス提供時に利用者の病状が急変した場合等は、主治医又は当該事業所が定めた協

力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を取ること。 

 

１９ 管理者の責務【基準第２８条（準用第６１条）、予防第２６条】 

・管理者は、事業所の従事者の管理、サービス利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握、その

他の管理を一元的に行うものとする。 

・管理者は、事業所の従事書に運営に関する基準を遵守させるために必要な指揮命令を行うこと。 

 

※ 認知症対応型通所介護計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は当該認知症対応型

通所介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更すること。 

（平１８老計発０３３１００４他第３の二の３(３)） 
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２０ 運営規程【基準第５４条、予防第２７条】 

・事業所ごとに、次に掲げる重要事項を内容とする運営規程を定めておかなければならない。 

➢ 運営規程で定めるべき主なもの 

① 事業の目的と運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

※人員基準を満たす範囲内において「○人以上」と記載することも差し支えない。 

③ 営業日及び営業時間 

④ 指定認知症対応型通所介護の利用定員 

※利用定員とは、同時に指定通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限を指す。 

⑤ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑥ 通常の事業の実施地域  

※事業所が任意に定める利用申込を調整する時の目安となる地域。少なくとも日常生活圏域内

は含めることが適当。 

⑦ サービス利用に当たっての留意事項 ※利用者がサービスを受けるときに留意する事項 

⑧ 緊急時等における対応方法 

⑨ 非常災害対策 

⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項 

※虐待の防止に係る組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待

又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等を指す。 

⑪ その他運営に関する重要事項 

※８時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続して延長サービスを行う事業所

にあっては、提供時間帯とは別に当該延長サービスを行う時間を明記すること。 

 

 

２１ 勤務体制の確保等【基準第３０条（準用第６１条）、予防第２８条】 

⑴ 事業者は、事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、次の内容を明確にすること。 

・ 従業者の日々の勤務時間 

・ 常勤・非常勤の別 

・ 専従の生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員の配置 

・ 管理者との兼務関係等 

⑵ 指事業所ごとに、事業所の従業者によって指定認知症対応型通所介護を提供しなければならな

い。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではない。 

⑶ 介護従業者の資質の向上のためにその研修の機会を確保しなければならない。その際、事業者

は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定

する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係

る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

※ 当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する  

基礎的な知識及び技術を習得しているものとすることとし、具体的には看護師、准看護師、介護福

祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了

者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福

祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄

養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師、柔道整復師等とする。 

⑷ 適切な指定認知症対応型通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより認知症
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対応型通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

※ 事業主には職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場における

ハラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務付けられているこ

とを踏まえ規定したものである。なお、セクシャルハラスメントについては、上司や同僚に限ら

ず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

・職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針

を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

・相談に応じる担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじ

め定め、労働者に周知すること。 

 ロ 事業主が講じることが望ましい取組 

  ・相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

  ・被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して1人で対応

させない等） 

  ・被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業務・業態等の状況に応じた取組） 

※ 介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められてい

ることから、「事業主が講ずべき措置の具体的内容」の必要な措置を講じるにあたっては、「介護

現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を

参考にした取組を行うことが望ましい。 

 

２２ 業務継続計画の策定等【基準第３条の３０の２（第６１条準用）、予防第２８条の２】 

⑴ 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

⑵ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施しなければならない。 

⑶ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。 

※ 業務継続計画に従い、従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなけ

ればならない。研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望

ましい。 

※ 業務継続計画には以下の項目等を記載すること。なお、感染症に係る業務継続計画、感染症の予

防及びまん延防止のための指針、災害に係る業務継続計画並びに非常災害に関する具体的計画につ

いては、それぞれに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差

し支えない。 

 イ 感染症に係る業務継続計画 

  ・平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

  ・初動対応 

  ・感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

 ロ 災害に係る業務継続計画 

  ・平常時の対応（建物・設備の安全対策等、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対

策、必要品の備蓄等） 

  ・緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

  ・他施設及び地域との連携 
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※ 職員教育を組織的に浸透させていくために、研修は定期的（年１回以上）に開催するとともに、

新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の内容についても記録すること。 

※ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できる

よう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践す

るケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。訓練の実施は、机上を含めその実

施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが

適切である。 

 

２３ 定員の遵守【基準第３１条（準用第６１条）、予防第２９条】 

利用定員を超えてサービスの提供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情が

ある場合はこの限りでない。 

 

２４ 非常災害対策【基準第３２条（準用第６１条）、予防第３０条】 

⑴ 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ

れらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければ

ならない。 

・「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる

計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。 

・「関係機関への通報及び連携体制の整備」とは、災害時に地域の消防機関へ速やかに通報する体制

をとるよう従業者に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、災害時に

協力してもらえる体制作りを求めることとしたものである。 

・ 防火管理者を設置する必要のない事業所においても、防火管理に関する責任者を定め、消防計画

に準じた計画の作成を行わせるものとする。 

⑵ 事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めな

ければならない。 

・ 運営推進会議を活用し、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協

力を得られる体制づくりに努めることが必要。 

・ 訓練の実施に当たっては、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあ

るものとすること。 

 

２５ 衛生管理等【基準第３３条（準用第６１条）、予防第３１条】 

⑴ 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

※ 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を

求めるとともに、常に密接な連携を保つこと。 

※ 特に、インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等については、そ

の発生及びまん延を防止するための措置等について、別途通知等が発出されているので、これに基

づき、適切な措置を講じること。 

※ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

⑵ 事業所内で、感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 
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① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行う事ができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ

の結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

・「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対策（事業所内の衛生管理、ケ

アにかかる感染対策等）及び発生時の対応（発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健

所、市町村における事業所関係課等の関係機関等との連携、行政等への報告等）を規定する。ま

た、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記してお

くことも必要である。 

 

③ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

・「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な

知識を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的

なケアの励行を行うものとする。 

・職員教育を組織的に浸透させていくためには、定期的な教育（年１回以上）を開催するととも

に、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容について

も記録することが必要である。また、平時から実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時

の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。 

 

２６ 健康診断【参考：労働安全衛生法第６６条】 

事業者は常時使用する労働者に対し、１年以内ごとに１回、定期に医師による健康診断を行わなけ

ればならない。また、夜勤者を含め深夜業務を含む業務に常時従事する労働者に対し、６月以内ごと

に１回、定期に医師による健康診断を行わなければならない。 

 

２７ 掲示【基準第３条の３２（準用第６１条）、予防第３２条】 

⑴ 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要（「運営規程の概要」「従業者の勤務体制」「事故発

生時の対応」「苦情処理の体制」「提供するサービスの第三者評価の実施状況」等）その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下、重要事項という）を掲示しなけれ

ばならない。 

⑵ 事業者は、重要事項を記載した書面を当該事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自

由に閲覧させることにより、掲示に代えることができる。 

⑶ 事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。(令和７年４月１

日より義務化） 

※ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。 

 

２８ 秘密保持等【基準第３条の３３（準用第６１条）、予防第３３条】 

⑴ 従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らしてはならな

い。 

⑵ 事業者は、事業所の従業者であった者が正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家

族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

※事業者は、事業所の従業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨

を、従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを置くなどの措置を講ずべきこ

ととするものである。 
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⑶ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家

族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならな

い。 

 

２９ 広告【基準第３条の３４（準用第６１条）、予防第３４条】 

事業所について広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

 

３０ 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止【基準第３条の３５（準用第６１条）、予防第３５条】 

事業者は、指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者によるサービス

を利用させることの対償として金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

 

３１ 苦情処理【基準第３条の３６（準用第６１条）、予防第３６条】 

⑴ 提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情

を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

※必要な措置とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を  

処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容

を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示し、

かつウェブサイトに掲載すること等である。 

⑵ ⑴の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

※苦情の受付日やその内容等を記録し、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報である

との認識に立ち、苦情内容を踏まえて、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行うこと。なお、

苦情の内容等に関する記録は、２年間保存しなければならない。 

⑶ 提供したサービスに関し介護保険法第２３条（文書の提出等）の規定により市町村（介護保険

者）が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問もしくは

照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指

導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな

い。 

⑷ 市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町村に報告しなければならない。 

⑸ 提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う介護保険法第

１７６条第１項第３号の調査に協力し、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合に

おいては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

⑹ 国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連

合会に報告しなければならない。 

 

３２ 地域との連携等【基準第３４条（準用第６１条）、予防第３９条】 

⑴ 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定認知

症対応型通所介護事業所が所在する市町村の職員又は当該指定認知症対応型通所介護事業所が所在

する区域を管轄する法第１１５条の４６第一項に規定する地域包括支援センターの職員、認知症対

応型通所介護について知見を有する者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行

う事ができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合に合っては、テレビ電話装置等の活用

について当該利用者等の同意を得なければならない。）（以下この項において「運営推進会議」と

いう。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況等を報告し、運営推進

会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけれ

ばならない。 
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※ 運営推進会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者

又はその家族が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を

得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

※コロナウイルス感染拡大防止のため、書面開催が可能となっていたが、５類移行後は原則対面に

よる開催とする。 

⑵ 事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公

表しなければならない。 

⑶ 事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を

行う等の地域との交流を図らなければならない。 

⑷ 事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定認知症対応型通所介護に関する利用者か

らの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事

業に協力するよう努めなければならない。 

⑸ 事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対

して指定認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対して

も、指定認知症対応型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

※なお、他の地域密着型サービス事業所を併設している場合、1 つの運営推進会議で両事業所の評

価等を行うことで差し支えない。 

➢ 保険者への運営推進会議の報告について 

  運営推進会議開催後は、会議の内容を取りまとめ、速やかに運営推進会議報告書を保険者

である鳥栖地区広域市町村圏組合まで提出してください。なお、報告書の内容については、

上記⑵にて作成した記録の内容と同等のものを提出してください。 

 

➢ 複数事業所での運営推進会議の合同開催について 

会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成促進等の観点から、次の条件を満たす場合

においては、複数事業所での合同開催を認める。 

⑴ 利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護する

こと。 

⑵ 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。（ただし、地域の実情に合わせて市

町村区域内であってもよい。） 

 

３３ 事故発生時の対応【基準第３５条（準用第６１号）、予防第３７条】 

⑴ 利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村（介護保

険者）、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講じなくてはならない。 

⑵ ⑴の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない。また、この記録

は２年間保存しなければならない。 

⑶ 利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行

わなければならない。また、損害賠償については速やかに行えるよう、損害賠償保険に加入してお

くことが望ましい。 

⑷ 事業者は、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生し

た場合は、⑴、⑵の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

※ 事故発生後には、指定の様式を用いて速やかに保険者への報告を行うこと。 
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３４ 虐待の防止【基準第３条の３８の２（第６１条準用）、予防第３７条の２】 

・虐待は、法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす

可能性が極めて高く、指定認知症対応型通所介護事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなけ

ればならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐

待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成１７年法律第１２４号。以下「高齢

者虐待防止法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとす

る。 

・虐待の未然防止 

事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必

要があり、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関

する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者

としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・虐待等の早期発見 

事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場に

あることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の

通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係

る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、事業者は当該通報の

手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることと

する。 

 

・事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

①「虐待の防止のための対策を検討する委員会」を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、従業者に周知徹底を図ること。 

※「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。）は、

虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するた

めの対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務

及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、事業所外の

虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 

 ※一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであること

が想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個

別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

 ※なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営す

ることとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事

業者との連携により行うことも差し支えない。 

 ※また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。こ

の際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等を遵守すること。 

 ※虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。その際、

そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業者に周

知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 
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  ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

  ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

  ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法

に関すること 

  ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関する

こと 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

② 当該事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

※指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、

次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

※従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等

の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

※職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとと

もに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。 

※また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内での研

修で差し支えない。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施す

るため、担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者

と同一の従業者が務めることが望ましい。 

※なお、同一事業所内での複数担当（※）の兼務や他の事業所・施設等との担当（※）の兼務に

ついては、担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各

事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を適切に把握している者など、各担当

者としての職務を遂行する上で支障がないと考えられる者を選任すること。 

（※）身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ましい。）、感染対策担当者

（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するた

めの担当者、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 
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３５ 会計の区分【基準第３条の３９（準用第６１条）、予防第３８条】 

事業所ごとに経理を区分するとともに、認知症対応型通所介護の事業の会計とその他の事業の会計

を区分しなければならない。 

 

３６ 記録の整備【基準第６０条、予防第４０条】 

・従業者、設備、備品、会計に関する記録を整備すること。 

・サービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存すること。 

①認知症対応型通所介護計画 

②提供した具体的なサービスの内容等の記録 

③身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

④利用者が下記に該当する場合の市町村（介護保険者）への通知に係る記録 

・正当な理由なく、サービス利用の指示に従わないことで、要介護状態の程度を増進させたとき。 

・偽り等の不正行為で保険給付を受けたか、受けようとした時。 

⑤提供したサービスに係る苦情の内容等の記録 

⑥提供したサービスに係る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

⑦運営推進会議への報告、運営推進会議からの評価、要望、助言等の記録 

※「その完結の日」とは、①～⑥までの記録については、個々の利用者につき、契約の終了（契

約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立を含む。）により一連のサ

ービス提供が終了した日、⑦の記録については、運営推進会議を開催し、報告、評価、要望、

助言等の記録を公表した日とする。 
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３７ 変更の届出等について 

⑴ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令

で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を除く。）の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところによ

り、１０日以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

指定地域密着型サービス事業者は、次の各号に掲げる指定地域密着型サービス事業者が行う地域

密着型サービスの種類に応じ、当該各号に定める事項に変更があったときは、当該変更に係る事項

について当該指定地域密着型サービス事業者の事業所の所在地を管轄する市町村長に届け出なけれ

ばならない。（介護保険法施行規則第１３１条の１３） 

 

 

鳥栖地区広域市町村圏組合ホームページ＞様式ダウンロード＞変更届出・体制届出 

※添付書類については、「変更届出書チェックリスト」を参考にしてください。 
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⑵ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を除く。）の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出なければならな

い。（介護保険法第７８条の５） 

 

 

 

鳥栖地区広域市町村圏組合ホームページ＞様式ダウンロード＞廃止・休止・辞退・再開届 

※廃止・休止する場合は、利用者の処遇について「利用者一覧表」を提出してください。 
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３８ 業務管理体制の届出等について 

介護保険法第１１５条の３２により、介護サービス事業者には、事業者による不正行為を未然に防

止し、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図るため、平成２１年５月１日から法令遵守等の業務

管理体制の整備と届出の義務が課せられることとなりました。 

事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設（以下「事業所」

という。）の数に応じて定められており、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係

行政機関に届け出る必要があります。 

 

➢ 事業者が整備する業務管理体制（介護保険法第 115条の 32・介護保険法施行規則第 140条の 39） 

注） 事業所等の数には、介護予防及び介護予防支援事業所を含み、みなし事業所は除く。みなし

事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーショ

ン及び通所リハビリテーション）であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定

があったものとみなされている事業所。  

 

➢ 届出書に記載すべき事項（介護保険法施行規則第１４０条の４０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書の届出先 

（介護保険法第１１５条の３２・介護保険法施行規則第１４０条の４０） 

区 分 届出先 

⑴ 事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣 

⑵ 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ２以下の

地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 

事業者の主たる事務所が所在

する都道府県知事 

⑶ 事業所が同一指定都市内にのみ所在する事業者 指定都市の長 

⑷ 事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者 中核市の長 

⑸ 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者で、事業

所が同一市町村内に所在する事業者 
市町村長 

⑹ 上記⑴から⑸以外の事業者 都道府県知事 

 
事業所数 

1以上 20未満 20以上 100 未満 100 以上 

整備内容 

法令遵守責任者の選任 必要 必要 必要 

法令遵守規程の整備 ― 必要 必要 

監査の定期的な実施 ― ― 必要 

対象の事業者 届出事項 

全ての事業者 

⑴ 事業者の 

・名称又は氏名 

・主たる事務所の所在地 

・代表者の氏名、生年月日、住所、職名 

全ての事業者 ⑵ 法令遵守責任者の氏名、生年月日 

事業所等の数が 20 以上の事業者 ⑶ 法令遵守規程の概要 

事業所等の数が 100 以上の事業者 ⑷ 業務執行の状況の監査の方法の概要 
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【地方厚生局管轄区域一覧】 

地 方 厚 生 局 管 轄 区 域 

北海道厚生局 北海道 

東北厚生局 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東信越厚生局 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

新潟県、山梨県、長野県 

東北北陸厚生局 富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿厚生局 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国四国厚生局 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛

媛県、高知県 

九州厚生局 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県 

 

➢ 届出の期日 

届出は体制を整備した後、速やかに行っていただく必要があります。 

 

➢ 届出事項の変更 

届け出た事項に変更があった場合は、遅滞なくその旨を当該届出を行った届出先に届け出なければ

なりません。 

※ ただし、以下の場合は変更の届出の必要はありません。 

・ 事業所等の数に変更が生じても整備する業務管理体制が変更されない場合 

・ 法令遵守規程の字句の修正など業務管理体制に影響を及ぼさない軽微な変更の場合 

 

３９ 地域密着型サービスに規定する必要な研修について（別に厚生労働大臣が定める研修） 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び研修」に規定する研修に

ついて（平成 24 年 3月 16 日 老高発第 0316 第 2 号・老振発 0316 第 2号・老老発 0316 第 6 号） 

 

➢ 管理者 「認知症対応型サービス事業管理者研修」 

※ 認知症介護実践者研修又は実務者研修（基礎課程）の修了者でなければ受講できない。 

みなし措置 

認知症対応型通所介護の管理者は次の研修を受講している場合、必要な研修を修了しているとみな

します。 

⑴ H18.3.31 までに実践者研修または基礎課程を修了し、H18.3.31 に現に特別養護老人ホーム、老

人デイサービスセンター、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護事業所等の管理者として

従事している者。 

⑵ 認知症対応型共同生活介護事業所の管理者については、⑴のほかに認知症高齢者グループホーム

管理者研修を修了している者。 
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１ （介護予防）認知症対応型通所介護費【地域密着型報酬告示 ３イ】 

①（介護予防）認知症対応型通所介護費（Ⅰ） 

➢ （介護予防）認知症対応型通所介護費（ⅰ）・・・単独型 

１日につき 

（単位） 

３時間以上 

４時間未満 

４時間以上 

５時間未満 

５時間以上 

６時間未満 

６時間以上 

７時間未満 

７時間以上 

８時間未満 

８時間以上 

９時間未満 

要支援 1   ４７５ ４９７  ７４１  ７６０ ８６１  ８８８ 

要支援２ ５２６   ５５１   ８２８   ８５１ ９６１ ９９１ 

要介護１  ５４３   ５６９  ８５８    ８８０ ９９４ １，０２６ 

要介護２  ５９７  ６２６  ９５０   ９７４ １，１０２ １，１３７ 

要介護３  ６５３   ６８４ １，０４０   １，０６６ １，２１０ １，２４８ 

要介護４  ７０８  ７４１   １，１３２   １，１６１ １，３１９ １，３６２ 

要介護５  ７６２  ７９９   １，２２５   １，２５６ １，４２７ １，４７２ 

 

➢ （介護予防）認知症対応型通所介護費（ⅱ）・・・併設型 

１日につき 

（単位） 

３時間以上 

４時間未満 

４時間以上 

５時間未満 

５時間以上 

６時間未満 

６時間以上 

７時間未満 

７時間以上 

８時間未満 

８時間以上 

９時間未満 

要支援 1  ４２９ ４４９ ６６７ ６８４ ７７３ ７９８ 

要支援２ ４７６ ４９８ ７４３ ７６２ ８６４ ８９１ 

要介護１ ４９１ ５１５ ７７１ ７９０ ８９４ ９２２ 

要介護２ ５４１ ５６６ ８５４ ８７６ ９８９ １，０２０ 

要介護３ ５８９ ６１８ ９３６ ９６０ １，０８６ １，１２０ 

要介護４ ６３９ ６６９ １，０１６ １，０４２ １，１８３ １，２２１ 

要介護５ ６８８ ７２０ １，０９９ １，１２７ １，２７８ １，３２１ 

 

②（介護予防）認知症対応型通所介護費（Ⅱ）・・・共用型 

１日につき 

（単位） 

３時間以上 

４時間未満 

４時間以上 

５時間未満 

５時間以上 

６時間未満 

６時間以上 

７時間未満 

７時間以上 

８時間未満 

８時間以上 

９時間未満 

要支援 1 ２４８ ２６０ ４１３ ４２４ ４８４ ５００ 

要支援２ ２６２ ２７４ ４３６ ４４７ ５１３ ５２９ 

要介護１ ２６７ ２７９ ４４５ ４５７ ５２３ ５４０ 

要介護２ ２７７ ２９０ ４６０ ４７２ ５４２ ５５９ 

要介護３ ２８６ ２９９ ４７７ ４８９ ５６０ ５７８ 

要介護４ ２９５ ３０９ ４９３ ５０６ ５７８ ５９７ 

要介護５ ３０５ ３１９ ５１０ ５２２ ５９８ ６１８ 

 

 

 

Ⅴ．介護報酬算定に関する基準 
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２ サービス種類相互の算定関係 

利用者等が次のサービスを受けている間は、各サービスは算定しない。 

認知症対応型共同生活介護 

居宅療養管理指導費を除くその他の居宅サービス、地域密着型

サービス 

※認知症対応型共同生活介護の提供に必要がある場合、事業者

の費用負担により提供。 

小規模多機能型居宅介護 
訪問看護・訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導・福祉

用具貸与を除く居宅サービス、地域密着型サービス 

認知症対応型通所介護 

① 短期入所生活介護 

② 短期入所療養介護 

③ 特定施設入居者生活介護 

④ 小規模多機能型居宅介護 

⑤ 認知症対応型共同生活介護 

⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 
訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導・福祉用具貸与を

除く居宅サービス、地域密着型サービス 

 

➢ 「人員・設備及び運営基準」及び「報酬算定基準」等に関するＱ＆Ａ 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/qa/index.html 

 

➢ 「介護と医療の関係」（最終改正：令和６年３月２７日 保医発０３２７第８号） 

「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等

について」https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/001252048.pdf 

 

※ 所要時間による区分の取扱い【留意事項通知 3 の 2⑴（準用：4⑴）】 

・所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、地域密着型通所介護計画に位置付けら

れた内容のサービスを行うための標準的な時間によること。 

・単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超

えて事業所にいる場合は、サービスが提供されているとは認められない。したがって、この場合は当

初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このような家族

等の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支え

ない。）。また、ここでいう介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれないもので

ある。 

・ただし、次の①と②を満たす場合には送迎時に実施した居宅内介助等（着替え、ベッド・車いすへ

の移乗、戸締まり等）に要する時間を１日３０分以内を限度として所要時間に含めることができる。 

①居宅サービス計画及び認知症対応型通所介護計画に位置付けた上で行う場合 

②送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修

了者、１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含む。）、看護職員、機

能訓練指導員又は当該事業所における勤続年数と同一法人による他の介護サービス事業所、医療

機関、社会福祉施設等において直接サービスを提供する職員としての継続年数の合計が３年以上

の介護職員であること。 

・当日の利用者の心身の状況や降雪等の急な気象状況の悪化等により、実際の介護の提供が介護計

画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には計画上の単位数を算定して差し支えない。な

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/qa/index.html
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お、介護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、認知症対応型通所介護計画を変更のう

え、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。 

なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数

の認知症対応型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの認知症対応型通所介護の単位につ

いて所定単位数が算定されること。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和３年３月２６日） 

（問２６）「当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所サービス計画上の

所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所サービス計画上の単位数を算定して差し支えな

い。」とされているが、具体的にどのような内容なのか。 

（答）通所サービスの所要時間については、現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置付

けられた内容の通所サービスを行うための標準的な時間によることとされている。 

   こうした趣旨をふまえ、例えば 8 時間以上 9 時間未満のサービスの通所介護計画を作成し

ていた場合において、当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず 7 時

間 30 分でサービス提供を中止した場合に当初の通所介護計画による所定単位数を算定して

もよいとした。（ただし、利用者負担の軽減の観点から、通所介護計画を変更した上で 7 時

間以上 8 時間未満の所定単位数を算定してもよい。） 

こうした取扱いは、サービスのプログラムが個々の利用者に応じて作成され、当該プログラ

ムに従って、単位ごとに効果的に実施されている事業所において行われることを想定してお

り、限定的に適用されるものである。当初の通所介護計画に位置付けられた時間よりも大き

く短縮した場合は、当初の通所介護計画を変更し、再作成されるべきであり、変更後の所要

時間に応じた所定単位数を算定しなければならない。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和６年３月１５日） 

（問６４）所要時間による区分の取扱いとして、「降雪等の急な気象状況の悪化等により～」とし

ているが、急な気象状況の悪化等とは豪雨なども含まれるか。 

（答）降雪に限らず局地的大雨や雷、竜巻、ひょうなども含まれる。例えば、急な気象状況の悪化

等により道路環境が著しく悪い状態等も含むこととして差し支えないため、都道府県・市町

村におかれては地域の実態に鑑み、対応されたい。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成１５年５月３０日） 

（問３）緊急やむを得ない場合における併設医療機関（他の医療機関を含む）の受診による通所サ

ービスの利用の中止について。 

（答）併設医療機関等における保険請求が優先され、通所サービスについては変更後の所要時間に

応じた所定単位数を算定しなければならない。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２４年３月１６日） 

（問５６）同一の利用者が利用日ごとに異なる提供時間数のサービスを受けることは可能か。 

（答）適切なアセスメントを経て居宅サービス計画及び通所サービス計画がそのような時間設定で

あれば、利用日によってサービス提供時間が異なることはあり得るものである。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２４年３月１６日） 

（問５７）サービスの提供開始や終了は同一単位の利用者について同時に行わなければならないの

か。 
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（答）サービスの提供にあたっては、利用者ごとに定めた通所サービス計画における通所サービス

の内容、利用当日のサービスの提供状況、家族の出迎え等の都合で、サービス提供の開始・

終了のタイミングが利用者ごとに前後することはあり得るものであり、また、そもそも単位

内で提供時間の異なる利用者も存在し得るところである。報酬の対象となるのは実際に事業

所にいた時間ではなく、通所サービス計画に定められた標準的な時間であるとしているとこ

ろであり、サービス提供開始時刻や終了時刻を同時にしなければならないというものではな

い。 

 

 

３ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 

（1）単位数が増加する加算の届出日 

① 届出が毎月１５日以前 → 翌月から算定を開始 

② 届出が毎月１６日以降 → 翌々月から算定を開始 

※適正な支給限度額を管理するため、利用者や居宅介護支援事業者等への周知期間が必要。 

 

（2）事後調査等によって届出時点で加算の要件に合致していないことが判明した場合 

① 指導しても改善されない場合 

・届出の受理は取消され、届出はなかったことになり、その加算全体が無効になる。 

・受領していた介護給付費は不当利得になり、返還する。 

・指定事業者は厳正な指導を受けたにもかかわらず、不正・不当な届出が繰り返し行われる等悪  

質な場合は、指定を取り消される。 

② 改善した場合 

・届出時点～判明時点：受領していた介護給付費は、不当利得になり、返還する。 

・判明時点～要件合致時点：その加算は算定しない。 

 

（3）加算等が算定されなくなる場合 

① 事業所の体制が加算を算定されない状況になった場合 

② 事業所の体制が加算を算定されなくなることが明らかな場合 

・速やかにその旨を届け出ること。 

・事実発生日から、加算を算定しない。 

※届出をしないで加算等を請求した場合は、不正請求になる。 

※支払われた介護給付費は不当利得になるので、返還する。 

※悪質な場合は、指定が取り消される。 

 

（4）利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還 

保険者への返還時と同時に、利用者に対して、利用者負担金の過払い金に、利用者毎の返還金計算

書を付けて返還する。※利用者等から受領書を受け取り、施設で保存する。 

 

（5）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書にて届出を行うもの 

  届出書に添付する書類については、下記ウェブサイトへサービス毎に一覧表を掲載していますの

で、確認して提出してください。 

鳥栖地区広域市町村圏組合ホームページ＞事業所の方＞事業所の届出関係＞ 

変更・体制届・その他介護給付費に係る体制等に関する様式等＞体制届出 
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４ 認知症対応型通所介護費の減算について 

（1）減算 定員超過利用に該当する場合【留意事項通知１⑹】 

① 事業所の利用定員を上回る利用者受け入れている場合（いわゆる定員超過利用の場合）において

は、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、所定単位数の７０/１００に相当す

る単位数を算定すること。適正なサービスの提供を確保するための規定であり、事業所は、定員超

過利用の未然防止を図るよう努めること。 

② この場合の利用者等の数は、１月間（歴月）の利用者等の数の平均を用いる。この場合、１月間

の利用者等の数の平均は、当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とする。（小

数点以下は切り上げ） 

③ 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当することとなった

事業所については、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい

て、所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解

消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。 

④ 定員超過利用が行われている事業所に対しては、その解消を行うよう指導し、当該指導に従わず

定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き指定の取消しを検討す

る。 

⑤ 災害の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した

月（災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと

認められる場合は翌月も含む。）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむをえない理

由がないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた

月の翌々月から所定単位数の７０/１００に相当する単位数を算定する。 

 

（2）減算 人員基準欠如に該当する場合【留意事項通知１(８)】 

① 認知症対応型通所介護については、当該事業所の職員の配置数が人員基準上満たすべき員数を下回

っているいわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこと。適正なサービスの提供を確保

するための規定であり、事業所は、人員基準欠如の未然防止を図るよう努めること。 

② 人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前年度の平均を用い

る（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による）。この場合、利用者数等の平均は、前年度

の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下を切り上げ） 

③ 看護・介護職員の人員基準欠如の場合 

 イ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合 

その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数の

７０/１００に相当する単位数を算定する。 

 ロ 人員基準上必要とされる員数の１割の範囲内で減少した場合 

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数

の７０/１００に相当する単位数を算定する。（ただし翌月の末日において人員基準を満たすに

至っている場合を除く。） 

④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至

った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に

従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。） 

⑤ 著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指

導し、当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するもの

とする。 

 ※従業者に欠員が出た場合の他に、従業者が病欠した場合等も含まれる。 
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（3）減算 高齢者虐待防止措置未実施減算（介護予防含む）【地域密着型報酬告示３注２】 

  別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所

定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

➢ 厚生労働大臣が定める基準  

【大臣基準告示 介護：五十一の十二の三、予防：百二十一の三の四】 

(介護予防)認知症対応型通所介護費における高齢者虐待防止措置未実施減算の基準 

指定認知症対応型通所介護の事業における、指定地域密着型サービス基準第三条の三十八の二(予

防：三十七条の二)(虐待の防止)に規定する基準に適合していること。 

⑴ 事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければな

らない。 

① 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹

底を図ること。 

② 当該事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 当該事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

④ 前3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※上記のいずれかに適合しない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実

が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた

月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算する

こととする。 

 

＜介護保険Ｑ＆Ａ（令和６年３月１５日）＞ 

（問１６７） 高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止する

ための全ての措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなさ

れていなければ減算の適用となるのか。 

（答）減算の適用となる 

なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意すること。 

 

（問１６８） 運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実が、

発見した日の属する月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。 

（答）過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた

月」となる。 

（問１６９） 高齢者虐待防止措置未実施減算については、虐待の発生又はその再発を防止するた

めの全ての措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされ

ていない事実が生じた場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月か

ら三月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月

から改善が認められた月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算することとす

る。」こととされているが、施設・事業所から改善計画が提出されない限り、減算の措置を行うこ

とはできないのか。 

（答）改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し支え

ない。当該減算は、施設・事業所から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降

に当該計画に基づく改善が認められた月まで継続する。 
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（4）減算 業務継続計画未策定減算（介護予防含む）【地域密着型報酬告示介護:５注３ 予防:注３】 

 以下の基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数か

ら減算する。 

➢ 厚生労働大臣が定める基準 

【大臣基準告示 介護：五十一の十二の三、予防：百二十一の三の五】 

指定地域密着型サービス基準第 3 条の 30 の 2 第 1 項 （予防 ：指定地域密着型介護予防サービス基

準第二十八条の二第一項）（業務継続計画の策定等）に規定する基準に適合していること。 

⑴ 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 （以下 「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

⑵ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施しなければならない。 

⑶ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも

のとする。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和６年５月１７日） 

（問７） 業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。 

（答）感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継続計

画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。 

なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、業務

継続計画の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続

計画未策定減算の算定要件ではない。 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和６年３月１５日） 

（問１６５） 業務継続計画未策定減算の施行時期はどのようになるのか。 

（答）業務継続計画未策定減算の施行時期は下記表のとおり。 

 

 対象サービス 施行時期 

① 

通所介護、短期入所生活介護、短期入所療養介

護、特定施設入居者生活介護、地域密着型通所介

護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅

介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介

護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護

医療院、介護予防短期入所生活介護、介護予防短

期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介

護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小

規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共

同生活介護 

令和６年４月 

② 
通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリ

テーション 

令和６年６月 

③ 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビ

リテーション、福祉用具貸与、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、居宅介

令和７年４月 
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護支援、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看

護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防

福祉用具貸与、介護予防支援 
 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和６年３月１５日） 

（問１６６） 行政機関による運営指導等で業務継続計画の未策定など不適切な運営が確認された

場合、「事実が生じた時点」まで遡及して当該減算を適用するのか。 

（答）業務継続計画未策定減算については、行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した

時点ではなく、「基準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算を適用することと

なる。 

例えば、通所介護事業所が、令和７年１０月の運営指導等において、業務継続計画の未策定

が判明した場合（かつ、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する

具体的計画の策定を行っていない場合）、令和７年１０月からではなく、令和６年４月から

減算の対象となる。 

 

（5）減算事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に認知症対応型通所介護

を行う場合【地域密着型報酬告示３注１９ 予防:１注１８】 

 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所

と同一建物に居住する者又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認

知症対応型通所介護事業所と同一建物から当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若し

くは共用型指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場

合は、１日につき９４単位を所定単位数から減算する。 

ただし、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により

送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、この限りではない。 

※区分支給限度額基準額の算定の際は当該減額前の所定単位数を算入する。 

➢ 留意事項【留意事項通知４(１８)】 

①「同一建物」とは、当該指定認知症対応型通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物

を指すものであり、具体的には、当該建物の一階部分に指定認知症対応型通所介護事業所がある

場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や

道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定認知症対応型

通所介護事業所の事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 

② 傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎

が必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。 

具体的には、傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ

建物の構造上自力での通所が困難※である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住す

る場所と当該指定認知症対応型通所介護事業所の間の往復の移動を介助した場合に限られるこ

と。ただし、この場合、２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の方法及

び期間について、介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果に

ついて認知症対応型通所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時の利用者の

様子等について、記録しなければならない。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２４年３月１６日） 

（問５５）「建物の構造上自力での通所が困難」とは具体的にどのような場合か。 
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（答）当該建物にエレベーターがない又は故障中の場合を指す。 

 

（6）減算送迎を行わない場合【地域密着型報酬告示３注２０ 予防:１注１９】 

利用者に対して、その居宅と単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型認知症対

応型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき４７単位を所定単位数から減算す

る。 

➢ 留意事項【留意事項通知４(１９)】 

利用者が自ら指定認知症対応型通所介護事業所に通う場合、利用者の家族等が指定認知症対応型

通所介護事業所への送迎を行う場合など、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が利用者

の居宅と指定認知症対応型通所介護事業所との間の送迎を実施していない場合は、片道につき減算

の対象となる。ただし、同一建物減算の減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはな

らない。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２７年４月１日） 

（問６１）送迎減算は、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上で行うこと

になるため、利用者宅に迎えに行ったが、利用者や家族等の都合で結果的に利用者の家族等が、事

業所まで利用者を送った場合には、減算の対象とならないのか。 

（答）送迎減算の有無に関しては、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上

で、実際の送迎の有無を確認の上、送迎を行っていなければ減算となる。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２７年４月１日） 

（問６２）通所介護等について、事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合には、車両に

よる送迎ではないが、送迎を行わない場合の減算対象にはならないと考えて良いか。 

（答）徒歩での送迎は、減算の対象にはならない。 

 

➢ 通所介護事業所の設備を利用して、又は同一建物の設備を利用して宿泊を行う場合の取扱い 

２泊以上の宿泊を行う場合の、同一建物減算と送迎減算の適用方法は以下のとおり。 

※ 単純化のため、２泊３日を例にする。 

⑴ 指定認知症対応型通所介護事業所の設備を利用して宿泊を行う場合 

・ １日目：自宅→通所介護 → 夜間宿泊 ⇒ 送迎減算×１を適用 

・ ２日目：宿泊→通所介護 → 夜間宿泊 ⇒ 送迎減算×２を適用 

・ ３日目：宿泊→通所介護 → 自宅   ⇒ 送迎減算×１を適用 

⑵ 指定認知症対応型通所介護と同一建物（通所介護事業所の区画を除く）の設備を利用して宿泊を

行う場合 

・ １日目：自宅→通所介護 → 夜間宿泊 ⇒ 送迎減算×１を適用 

・ ２日目：宿泊→通所介護 → 夜間宿泊 ⇒ 同一建物減算を適用 

・ ３日目：宿泊→通所介護 → 自宅   ⇒ 送迎減算×１を適用 

※ 宿泊数が多くなる場合は、上記の２日目と同じ取扱いが延びると考える。 

 

（7）２時間以上３時間未満の利用について【地域密着型報酬告示３注４ 予防:１注４】 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満の指定

認知症対応型通所介護を行う場合は、イ（介護予防）認知症対応型通所介護費の施設基準に掲げる区

分に従い、「所要時間４時間以上５時間未満の場合」の所定単位数の６３/１００に相当する単位数

を算定する。 
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➢ 厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者【利用者等告示 三十六 予防：八十九】 

心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者 

 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２⑷（準用：２の４⑷）】 

２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況か

ら、長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつ

けていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難な者

であること。なお、２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護であっても、認知症対応型通所

介護の本来の目的に照らし、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生

活動作能力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべきものであること。 

 

 

５ 認知症対応型通所介護費の加算について 

（1）利用者数の減少が一定以上生じている場合の取扱いについて【地域密着型報酬告示３注５】 

 感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が生

じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よりも１００分の５以上減

少している場合に、市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認知症対応型通所介護を行った場合には、利用者数

が減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数の１００分の３に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要することその他の特別の事情がある

と認められる場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に限り、引き続き加算するこ

とができる。 

 

（2）延長加算【地域密着型報酬告示３注６】 

所要時間８時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に、引き続き日常生活上の世話を行

う場合について、認知症対応型通所介護の所要時間と延長サービスを通算した時間が９時間以上とな

った場合は、次に掲げる区分に応じ、所定単位数に加算する。 

イ ９時間以上１０時間未満・・・・５０単位 

ロ １０時間以上１１時間未満・・１００単位 

ハ １１時間以上１２時間未満・・１５０単位 

ニ １２時間以上１３時間未満・・２００単位 

ホ １３時間以上１４時間未満・・２５０単位 

 

➢ 留意事項【留意事項通知４（６）】 

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続して日常生

活上の世話を行う場合について、５時間を限度として算定されるものであり、例えば、 

①９時間の認知症対応型通所介護の後に連続して５時間も延長サービスを行った場合 

②９時間の認知症対応型通所介護の前に連続して２時間、後に連続して３時間、合計５時間の延

長ービスを行った場合には、５時間分の延長サービスとして２５０単位が算定される。 

また、当該加算は認知症対応型通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分に

ついて算定されるものであるため、例えば、 

③８時間の認知症対応型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合には、認知

症対応型通所介護と延長サービスの通算時間は１３時間であり、４時間分（＝１３時間－９時

間）の延長サービスとして２００単位が算定される。 
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なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり、かつ、

実際に延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適

当数の従業者を置いている必要があり、当該事業所の利用者が、当該事業所を利用した後に、

引き続き当該事業所の設備を利用して宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の認

知症対応型通所介護の提供を受ける場合には算定することはできない。 

 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和３年３月２６日） 

（問２７）所要時間が８時間未満の場合でも、延長加算を算定することはできるか。 

（答）延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き日常生

活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、算定できない。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２４年３月１６日） 

（問６１）延長加算の所要時間はどのように算定するのか。 

（答）延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な事業所において、実際

に延長サービスを行ったときに、当該利用者について算定できる。通所サービスの所要時間

と延長サービスの所要時間の通算時間が、例えば通所介護の場合であれば９時間以上となる

ときに１時間後とに加算するとしているが、ごく短時間の延長サービスを算定対象とするこ

とは当該加算の趣旨を踏まえれば不適切である。 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和３年３月２６日） 

（問２９）延長サービスに係る利用料はどのような場合に徴収できるのか。 

（答）通常要する時間を超えた場合の延長サービスにかかる利用料については、サービス提供時間

が９時間未満である場合において行われる延長サービスやサービス提供時間が１４時間以上

において行われる延長サービスについて徴収できるものである。また、サービス提供時間が

１４時間未満である場合において行われる延長サービスについて、延長加算にかえて徴収す

ることができる。（同一時間帯について延長加算に加えて利用料を上乗せして徴収すること

はできない。）なお、当該延長加算を算定しない場合においては、延長サービスに係る届出

を行う必要はない。 

（参考）延長加算及び延長サービスに係る利用料徴収の例 

① サービス提供時間が８時間であって、６時間延長サービスを実施する場合 

→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間未満の場合

として算定し、９時間以降１４時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算定

する。 

② サービス提供時間が８時間であって、７時間延長サービスを実施する場合 

→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間未満の場合

として算定し、９時間以上１４時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算定

し、１４時間以降１５時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長サービスに係る利用

料として徴収する。 

Ｑ＆Ａ（平成１５年５月３０日） 

（問１２）通所サービスの前後に併設医療機関等を受診した場合の延長加算について 
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（答）通所サービスと併設医療機関における受診は別の時間帯に行われる別のサービスであること

から、通所サービス後の受診後の時間帯に延長サービスを行った場合も、当該延長サービス

は通所サービスに係る延長サービスとみなされず当該加算を算定できない。 

（参考）延長加算の算定の可否 

例①は通所サービス後の延長サービスに限り算定できる。 

例②は通所サービス前の延長サービスに限り算定できる。 

例① 延長加算× 診察 通所サービス 延長加算○ 

 

例② 延長加算○ 通所サービス 診察 延長加算× 
 

 

（3）入浴介助加算【地域密着型報酬告示３注８】【大臣基準告示・十四の五】 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴

介助を行った場合は、1 日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

入浴介助加算（Ⅰ） ４０単位/日 

入浴介助加算（Ⅱ） ５５単位/日 

 

➢ 厚生労働大臣が定める基準【大臣基準告示 十四の五】 

イ 入力介助加算（Ⅰ）４０単位/日 ※次のいずれにも適合すること。 

（1）入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。 

（2）入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。 

 

ロ 入浴介助加算（Ⅱ）５５単位/日 ※次のいずれにも適合すること。 

（1）上記イに掲げる基準に適合すること。 

（2）医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び

浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援セ

ンターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下「医師等」）が利

用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価し、かつ、当該訪

問において、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又はその家族等の介助により入浴を行うこと

が難しい環境にあると認められる場合は、訪問した医師等が、指定居宅介護支援事業所の介護

支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門

相談員と連携し、福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を

行うこと。ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指示の

下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における当該

利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価及び助言を行っても差し支えないも

のとする。 

（3）当該指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員

その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」）が共同して、医師等との連携の下で、利用者

の 身体の状況、訪問により把握した当該居宅の浴室の環境等を踏まえて個別の入浴計画を作

成すること。ただし、個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画に記載することをもっ

て、個別の入浴計画の作成に代えることができる。 

（4）（3）の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。以下同じ。）又は利用者の居宅の状況

に近い環境（利用者の居宅の浴室の手すりの位置や、使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせ
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て、当該事業所の浴室に福祉用具等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現

しているものをいう。）で、入浴介助を行うこと。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知 ３の２(１０)（準用：２の４(１１)】 

ア 入力介助加算（Ⅰ）について 

① 入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるもの

であるが、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用

者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に

応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体

に直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。な

お、この場合の入浴には、利用者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴方法が、部

分浴（シャワー浴含む）等である場合は、これを含むものとする。 

② 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び技術を習得する機会を指すも

のとする。 

③ 地域密着型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情によ

り、入浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。 

 

イ 入浴介助加算（Ⅱ）について 

① ア①から③を準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算（Ⅰ）」は、「入浴介助

加算（Ⅱ）」に読み替えるものとする。 

② 入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を

行うことが想定される訪問介護員等（以下⑼において「家族・訪問介護員等」という。）の介

助によって入浴ができるようになることを目的とし、以下 a～cを実施すことを評価するもの

である。なお、入浴介助加算（Ⅱ）の算定に関係する者は、利用者の状況に応じ、自身で又は

家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには、どのよ

うな介護技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、a～c を実施する。 

a 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び

浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援セ

ンターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下、「医師等」）が

利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用者

の状態をふまえ、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価する。その際、当該利

用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏

まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であると判断

した場合、指定認知症対応型通所介護事業所に対しその旨情報共有する。また、当該利用者の

居宅を訪問し評価した者が、指定認知症対応型通所介護事業所の従業者以外の者である場合

は、書面等を活用し、十分な情報共有を行うよう留意すること。 

（※） 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用

者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが

難しいと判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸

与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及

び当該利用者を担当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅

改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。 

 なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が居 

宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室 

の環境を踏まえ、医師等が評価及び助言を行うこともできることとする。ただし、情 

報通信機器等の活用については、当該利用者等の同意を得なければならないこと。ま 
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た、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適 

切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する 

ガイドライン」等を遵守すること。 

ｂ 指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問し評

価した者との連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室

の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を認知

症対応型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代え

ることができるものとする。 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行

う。なお、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等においても、手すりな

ど入浴に要する福祉用具等を活用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等を

踏まえることで、利用者の居宅の浴室環境の状況を再現していることとして差し支えないこと

とする。また、入浴介助を行う際は、関係計画等の達成状況や利用者の状態をふまえて、自身

で又は家族・訪問介護員等の介助によって入浴することができるようになるよう、必要な介護

技術の習得に努め、これを用いて行われるものであること。なお、必要な介護技術の習得にあ

たっては、既存の研修等を参考にすること。 

 

（4）生活機能向上連携加算 【地域密着型報酬告示３注９】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、外部との連携に

より、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、当該基準

に掲げる区分に従い、加算(Ⅰ)については、利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直

した場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、加算(Ⅱ)については１月につき、次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、個別機能訓練加算を算定している場合、加算(Ⅰ)

は算定せず、加算(Ⅱ)は１月につき１００単位を所定単位数に加算する。 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位/月 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位/月 

 

➢ 厚生労働大臣が定める基準【大臣基準告示・十五の二】 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が200床未満のもの又は当該

病院を中心とした半径4キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この号において「理学療法士等」という。）

の助言に基づき、当該指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員等（機能訓練指導員、

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者）が共同して利用者の身体状況等の評価及

び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の

項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供してい

ること。 

⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を3月ごとに1回以上評価し、利用者又は

その家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓

練内容の見直し等を行っていること 
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ロ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテー

ションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定認知症対応型通所介護事業所

を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能

訓練計画の作成を行っていること。 

⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の

項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供してい

ること。 

⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を3月ごとに1回以上評価し、利用者又は

その家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓

練内容の見直し等を行っていること。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知 ２の４⑻】 

① 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテー

ション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病

床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在

しないものに限る。以下この⑹において同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医

師（以下この⑹において「理学療法士等」という。）の助言に基づき、指定認知症対応型通所介

護事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓

練指導員等」という。）が共同してアセスメント、利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練

計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は機能訓練指導員等に対し、日常生活上

の留意点・介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患

別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護

療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハ

ビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等

は、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡ

ＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する状況について、指定訪問リハビリテ

ーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している

医療提供施設の場において把握し、又は、指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員

等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定認知症対応

型通所介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレ

ビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況に

ついて適切に把握することができるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に方法等を

調整するものとする。 

ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなけ

ればならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支

援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的

な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓

練計画に相当する内容を地域認知症対応型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をも

って個別機能訓練計画の作成に代える事ができるものとすること。 

ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の

項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に

提供していること。 
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ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に

応じて当該利用者又はその家族（以下このホにおいて「利用者等」という。）の意向を確認の

上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更な

ど適切な対応を行うこと。 

・ 理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練の進捗状

況等について評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対して個別機能訓練

計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明していること。 

・ また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行う事ができるものとする   

こと。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない

こと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

へ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当

該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

ト 生活機能向上連携加算（Ⅰ）は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月

に限り、算定されるものである。なお、イの助言に基づき個別機能訓練計画を見直した場合に

は、本加算を再度算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により個別機能訓練計画

を見直した場合を除き、個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月の翌月及

び翌々月は本加算を算定しない。 

 

② 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテー

ション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が当該指定

認知症対応型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同して、利用者の

身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、

機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患

別リハビリテーション科の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護

療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

 ・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に

応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状

況を踏まえて目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

 ・ 理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定認知症対応型通所介護事業所を訪問し、機能訓

練指導員等と共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が

利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明

し記録するとともに、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

ハ ①ハ、ニ及びへによること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓

練計画を作成する必要はないこと。 
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＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成３０年３月２３日） 

（問３５）指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪

問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくは医療提供施設と委託

契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等に支払うことになると考

えてよいか。 

（答）貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要が

ある。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成３０年３月２３日） 

（問３６）生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若しくは指定

通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原則として

許可病床数２００床未満のものに限る。）と連携する場合も算定できるものと考えてよいか。 

（答）貴見のとおりである。なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医

療の主たる担い手として想定されている２００床未満の医療提供施設に原則として限ってい

る趣旨や、リハビリテーション専門職の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人

からの連携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 

 

 

（5）個別機能訓練加算 【地域密着型報酬告示３注１０】 

指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師

又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、

柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上

機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学療法士等」という。）を１名以上配

置しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に対して、機能訓練指

導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算（Ⅰ）

として、１日につき２７単位を所定単位数に加算する、また、個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定してい

る場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に

当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合は、個

別機能訓練加算（Ⅱ）として、１月につき２０単位を所定単位数に加算する。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知２の４(９)】 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩

マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練

指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下

「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個

別機能訓練」という。）について算定する。 

② 個別機能訓練は、１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１

名以上配置して行うものでること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理

学療法士等を配置している場合は、その曜日におけるサービスのみが当該加算の算定対象とな

る。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介

護支援事業者に周知されている必要がある。なお、認知症対応型通所介護事業所の看護職員が加
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算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、認知症対応型通所介護

事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。 

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作

成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行う。なお、認

知症対応型通所介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画

の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものと

すること。 

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回以上利用者に対して個別機能訓練

計画の内容を説明する。利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得なければなら

ないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常

に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

⑥ 個別機能訓練加算（Ⅱ）を取得する場合、厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを

用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報シス

テム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照されたい。 

  サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利

用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Ｐｌａｎ）、当該計画に基づく個別機能訓練の実

施（Ｄｏ）、当該実施内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・

改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行

うこと。 

  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について 

（令和３年３月１６日 介護保険最新情報Ｖｏｌ．９３６））第３Ⅰ２(１) 

ウ 利用者又はその家族への説明と同意 

利用者又はその家族に対し、機能訓練指導員等が個別機能訓練計画の内容について分かりやすく

説明を行い、同意を得ること。またその際、個別機能訓練計画を交付（電磁的記録の提供を含

む。）すること。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成１８年４月２１日） 

（問１５）個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示されたい。 

（答）当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置することを評価していた体制加算を、

機能訓練指導員の配置と共に、個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価することとし

たものであり、介護サービスにおいては実施日、（介護予防）特定施設入居者生活介護サー

ビス及び介護老人福祉施設サービスにおいては入所期間のうち機能訓練実施期間中において

当該加算を算定することが可能である。なお、具体的なサービスの流れとしては、「多職種

が協同して、利用者毎にアセスメントを行い、目標設定、計画の作成をした上で、機能訓練

指導員が必要に応じた個別機能訓練の提供を行い、その結果を評価すること」が想定され
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る。また、行われる機能訓練の内容は、各利用者の心身伏況等に応じて、日常生活を営むの

に必要な機能を改善し、又はその減退を予防するのに必要な訓練を計画されたい。 

 

（7）ＡＤＬ維持等加算【地域密着型報酬告示３注１１】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、利用者に対して

指定認知症対応型通所介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をい

う。）の満了日の属する月の翌月から１２月以内の期間に限り、当基準に掲げる区分に従い、１月に

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合については、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） ３０単位/月 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） ６０単位/月 

 

➢ 厚生労働大臣が定め基準【大臣基準告示・十六の二】 

イ ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 評価対象者（当該事業所又は当該施設の利用期間（⑵において「評価対象利用期間」）が６

月を超える者をいう。以下この号において同じ。）の総数が１０人以上であること。 

⑵ 評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月（以下「評価対象利用開始月」）と、当

該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合については当該サービス

の利用があった最終の月）においてＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（以下「ＡＤＬ

値」）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を提出していること。 

⑶ 評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評

価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値を用いて一定の基準に基づき算出した

値（以下「ＡＤＬ利得」）の平均値が１以上であること。 

ロ ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴及び⑵の基準に適合するものであること。 

⑵ 評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が３以上であること。 

 

➢ 厚生労働大臣が定める期間【利用者等告示・三十七】 

 ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間 

 

➢ 留意事項【留意事項通知２の４(１０)】 

① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Indexを用いて行うものとする。 

② 大臣基準告示第１６号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて

行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度については「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参

照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、

利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Ｐｌａｎ）、当該計画に基づく個別機能訓練

の実施（Ｄｏ）、当該実施内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当該計画の見

直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の

管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資する

ため、適宜活用されるものである。 

③ 大臣基準告示第１６号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月か
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ら起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控

除して得た値に、次の表の上欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同

表の下欄に掲げる値を加えた値を平均して得た値とする 

ＡＤＬ値が ０以上２５以下 １ 

ＡＤＬ値が３０以上５０以下 １ 

ＡＤＬ値が５５以上７５以下 ２ 

ＡＤＬ値が８０以上１００以下 ３ 

④ ③においてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い順に、

上位１００分の１０に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。）及び下位１００分の１０に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下「評価対象利用者」とい

う。）とする。 

⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして市町村長に届け出ている場

合は、届出の日から１２月後までの期間を評価対象期間とする。 

⑥ 令和６年度については、令和６年３月以前よりＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）を算定している場合、

ＡＤＬ利得に関わらず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から１２月に限り算定を継続

することができる。 

 

 

（７）若年性認知症利用者受入加算【地域密着型報酬告示３注１２】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若年性認知症利

用者に対して指定認知症対応型通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として、１日

につき６０単位を所定単位数に加算する。 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２(１６)】 

 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性

やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問１０１）若年性認知症利用者受入加算について、一度本加算制度の対象者となった場合、６５

歳以上になっても対象のままか。 

（答）６５歳の誕生日の前々日までは対象である。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問１０２）若年性認知症利用者受入加算について、担当者とは何か。定めるにあたって担当者の

資格要件はあるか。 

（答）若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中から定めていただ

きたい。人数や資格等の要件は問わない。 

 

（8）栄養アセスメント加算【地域密着型報酬告示３注１３】 

次に掲げるいずれの基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対して、管理栄養士

が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を
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把握することをいう。）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１月につき５０単位を所定

差単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けてい

る間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していこと。 

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄養

アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ

対応すること。 

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報そ

の他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

⑷ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２(１７)】 

① 栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われるケアマネジメ

ントの一環として行われることに留意すること。 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算の対象事業所に

限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数

を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限

る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケ

ア・ステーション」）との連携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

③ 栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順により行うこと。

あわせて、利用者の体重については、１月毎に測定すること。 

 イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

 ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの

摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄養管理上の課題の把握を行うこと。 

 ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき栄養管理

上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。 

 ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員と情報共

有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検討するように依頼すること。 

④ 原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス受けている間及び当該

栄養改善サービスが終了した日の属する月は、栄養アセスメント加算は算定しないが、栄養ア

セスメント加算に基づく栄養アセスメントの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提

供が必要と判断された場合は、栄養アセスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できる

こと。 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。「科学的介護情報

システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」を参照されたい。 

  サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利

用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Ｐｌａｎ）、当該決定に基づく支援の提供（Ｄ

ｏ）、当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた栄養管理の内容の見直

し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管

理を行うこと。 

  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 
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（9）栄養改善加算【地域密着型報酬告示３注１４】 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用

者又はそのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として、

3月以内の期間に限り1月に2回を限度として1回につき200単位を所定単位数に加算する。ただし、栄

養改善サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養

改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することがで

きる。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を1名以上配置していること。 

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機

能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄

養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

⑷ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

⑸ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２（１８）】 

① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメン

トの一環として行われることに留意すること。 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の事業所（栄養改善加算の対象事業所に限る。）、医

療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数を超えて管理

栄養士をおいているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益

社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーショ

ン」）との連携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

③ 栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、栄養改

善サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ ＢＭＩが１８．５未満である者 

ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェ

ックリストの№１１の項目が「１」に該当する者  

ハ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ以下である者 

ニ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 

なお、次のような問題を有する者については、上記イからホのいずれかの項目に該当するかど

うか、適宜確認されたい。 

・ 口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する⒀、⒁、⒂の

いずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・ 生活機能の低下の問題  

・ 褥瘡に関する問題 

・ 食欲の低下の問題 

・ 閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する⒃、⒄のいずれかの項目

において「１」に該当する者などを含む。） 

・ 認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する⒅、⒆、⒇のいずれかの項目に

おいて「１」に該当する者などを含む。）  

・ うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する（２１）から（２５）の項目におい

て、２項目以上「１」に該当する者などを含む。） 
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④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからへまでに掲げる手順を経てなされる。 

 イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

 ロ 利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配

慮しつつ、栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄養アセスメント」という。）を

行い、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事

相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り

組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画については、

栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、認

知症対応型通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の

中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとする

こと。 

 ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。そ

の際、栄養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

 ニ 栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った結果、課題がある

場合は、当該課題を解決するため、利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪

問し、居宅での食事状況・食事環境等の具体的な課題の把握や、主として食事の準備をする者

に対する栄養食事相談等の栄養改善サービスを提供すること。 

 ホ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ご

とに体重を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する介護支

援専門員や主治の医師に対して情報提供すること。 

 ヘ 指定地域密着型サービス基準第６１条において準用する第３条の１８に規定するサービスの

提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的

に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的

に記録する必要はないものとすること。 

⑤ おおむね３月ごとの評価の結果、③イからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に

管理栄養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるも

のについては、継続的に栄養改善サービスを提供する。 

 

 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問１６）栄養改善加算が算定できる者の要件について、その他低栄養状態にある又はそのおそれ

があると認められる者とは具体的にどういった者か。また、食事摂取量が不良の者（７５％以下）

とはどういった者を指すのか。 

（答）その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者とは、以下のような場合が考

えられる。 

・ 医師が医学的な判断により低栄養状態にある又はそのおそれがあると認める場合。 

・ イ～ニの項目に掲げられている基準を満たさない場合であっても、認定調査票の「えん下」、

「食事摂取」、「口腔清潔」、「特別な医療について」などの項目や、特記事項、主治医意見書

などから、低栄養状態にある又はそのおそれがあると、サービス担当者会議において認められる

場合。 

なお、低栄養状態のおそれがあると認められる者とは、現状の食生活を続けた場合に、低栄養

状態になる可能性が高いと判断される場合を想定している。 

また、食事摂取が不良の者とは、以下のような場合が考えられる。 
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・ 普段に比較し、食事摂取量が75％以下である場合。 

・ 1日の食事回数が2回以下であって、1回あたりの食事摂取量が普段より少ない場合。 

 

（10）口腔・栄養スクリーニング加算【地域密着型報酬告示３注１５】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共

用型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の

健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリーニン

グ加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せ

ず、当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合

は算定しない。 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０単位/回 (６月ごとに１回算定） 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５単位/回（６月ごとに１回算定） 

 

➢ 厚生労働大臣が定める基準【大臣基準告示・十九の二】 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の

口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合に

あっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供して

いること。 

⑵ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状

態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を

含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供すること。 

⑶ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

⑷ 算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

  ㈠ 栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る

栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する

月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄

養改善サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

 ㈡ 当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間である又

は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行

った結果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始され

た日の属する月を除く。）であること。 

⑸ 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定していな

いこと。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 次のいずれかに適合すること。 

⑴ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ㈠ イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

 ㈡ 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養

改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービス

が終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要

であると判断され、栄養改善サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

 ㈢ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを

受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではないこと。 

⑵ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
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 ㈠ イ⑵及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

 ㈡ 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者が栄養改

善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善サービスが終了した日

の属する月ではないこと。 

  ㈢ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを

受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のスク

リーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サー

ビスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

 ㈣ 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定してい

ないこと。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２(１９)】 

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口腔ス

クリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリーニング」とい

う。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

なお、介護職員等は、利用者全員の口腔の健康状態及び栄養状態を継続的に把握すること。 

② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的に実施す

べきものであること。ただし、大臣基準第十九号の二ロに規定する場合にあっては、口腔スクリ

ーニング又は栄養スクリーニングの一方のみを行い、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算

定することができる。 

③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、それぞれ

次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。なお、口腔スク

リーニング及び栄養スクリーニングの実施に当たっては、別途通知（「リハビリステーション・

個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。 

 イ 口腔スクリーニング 

  ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

  ｂ 入れ歯を使っている者 

  ｃ むせやすい者 

 ロ 栄養スクリーニング 

ａ ＢＭＩが１８．５未満である者 

ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チ

ェックリストの№１１の項目（６カ月間で２～３㎏以上の体重減少がありましたか）が

「１．はい」に該当する者 

ｃ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ以下である者 

ｄ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

④ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定す

ることとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリー

ニングを継続的に実施すること。 

⑤ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの結果、

栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サ

ービスの提供が必要だと判断された場合は、口腔・栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改

善加算又は口腔機能向上加算を算定できること。 
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（11）口腔機能向上加算【地域密着型報酬告示３注１６】 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下し

ている利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施

であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口

腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分

に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。また、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結

果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につ

いては、引き続き算定することができる。 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位／回（１月に２回を限度） 

口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位／回（１月に２回を限度） 

 

➢ 厚生労働大臣が定める基準【大臣基準告示・五十一の十三】 

イ 口腔機能向上加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置していること。 

⑵ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成している

こと。 

⑶ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機

能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 

⑷ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に記録していること。 

⑸ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴から⑸までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑵ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向

上サービスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必

要な情報を活用していること。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２(２０)】 

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケ

アマネジメントの一環として行われることに留意すること。 

② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものであること。 

③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であっ

て、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の三項目のいずれかの項目において「１」以

外に該当する者 

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する⒀、⒁、⒂の３項目のうち、２項目以上が「１」

に該当する者 

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから、必

要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨など

の適切な措置を講じることとする。なお、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥

下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合にあっては、加算は算定できな
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い。 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 

 イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用者ごとの口腔状

態、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看護

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した口

腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した口腔機能改善管理指導計画については、

口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。な

お、認知症対応型通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を認知症

対応型通所介護計画に中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計画の

作成に代えることができるものとすること。 

ハ 利用者の口腔機能改善指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利用者

ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上

の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

 ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね

３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担当する介護支

援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 

 ホ 指定地域密着型サービス基準第６１条において準用する第３条の１８に規定するサービスの

提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士

又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向

上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期的に記録する必要はないものとすること。 

⑥ おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、継続的に

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又

は維持の効果が期待できると認められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提

供する。 

 イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取当の口腔機能の低下が認められる状態の者 

 ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者 

⑦ 口腔機能向上サービスの提供に当たっては、別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓

練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい 

⑧ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提

出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基

本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、口腔機能改善管理指導計画の作成（Ｐｌａｎ）、当該計画に

基づく支援の提供（Ｄｏ）、当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当

該計画の見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サー

ビスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 

 

 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年４月１７日） 

（問１）口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無については、歯科医療機関又は事業

所のいずれにおいて判断するのか。 
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（答）歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いについて、患者又はその家族に説

明した上、歯科医療機関が患者又は家族等に提供する管理計画書(歯科疾患管理料を算定し

た場合）等に基づき、歯科医療を受診した月に係る介護報酬の請求時に、事業所において判

断する。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問１４）口腔機能向上加算を算定できる利用者として、「ハ その他口腔機能の低下している者

又はそのおそれのある者」が挙げられているが、具体例としてはどのような者が対象となるか。 

（答）例えば、認定調査票のいずれの口腔関連項目も「１」に該当する者、基本チェックリストの

口腔関連項目の１項目のみが「１」に該当する又はいずれの口腔関連項目も「０」に該当す

る者であっても、介護予防ケアマネジメント又はケアマネジメントにおける課題分析に当た

って、認定調査票の特記事項における記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）

から、口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断される者については算定できる

利用者として差し支えない。同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容や特

記すべき事項における記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）から、口腔機能

の低下している又はそのおそれがあると判断される者については算定できる利用者として差

し支えない。同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容や特記すべき事項の

記載内容等から口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断される者、視認により

口腔内の衛生状態に問題があると判断される者、医師、歯科医師、介護支援専門員、サービ

ス提供事業所等からの情報提供により口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断

される者等についても算定して差し支えない。なお、口腔機能の課題分析に有用な参考資料

（口腔機能チェックシート等）は、「口腔機能向上マニュアル」確定版（平成２１年３月）

に収載されているので対象者を把握する際の判断の参考にされたい。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問１５）口腔機能向上サービスの開始又は継続にあたって必要な同意には、利用者又はその家族

の自署又は押印は必ずしも必要ではないと考えるがどうか。 

（答）口腔機能向上サービスの開始又は継続の際に利用者又はその家族の同意を口頭で確認し、口

腔機能改善管理指導計画又は再把握に係る記録等に利用者又はその家族が同意した旨を記載

すればよく、利用者又はその家族の自署又は押印は必須ではない。 

 

（12）科学的介護推進体制加算【地域密着型報酬告示３注１７】 

 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た事業所が、利用者に対し

指定認知症対応型通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき４０単位を

所定単位数に加算する。 

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係

る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど、指定認知症対応型通所介護の提供に当た

って、⑴に規定する情報その他指定認知症対応型通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な

情報を活用していること。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知３の２（２１）】 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに注１７に掲げ

る要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。 

② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度

等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事
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務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Ｐｌａｎ）、実

行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）によ

り、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要

であり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提

出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 

 イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサー

ビス計画を作成する（Ｐｌａｎ）。 

 ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止に

資する介護を実施する（Ｄｏ）。 

 ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特

性やサービス提供の在り方について検証を行う（Ｃｈｅｃｋ）。 

 ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービスの

質の更なる向上に努める（Ａｃｔｉｏｎ）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 

 

 

（13）サービス提供体制強化加算【地域密着型報酬告示３ハ注】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認

知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位

数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位/回 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８単位/回 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６単位/回 

（支給限度額管理の対象外） 

 

➢ 厚生労働大臣が定める基準【大臣基準告示・五十二】 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 次のいずれかに適合すること。 

㈠ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業

所の介護職員の総数（共用型指定認知症対応型通所介護事業所にあっては、設備を共用する指

定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定地

域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数を含む。以下同

じ。）のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であること。 

㈡ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業

所の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分の２５

以上であること。 

⑵ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所

の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上であること。 

⑵ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
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ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 次のいずれにも適合すること。 

⑴ 次のいずれかに適合すること。 

 ㈠ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業

所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上であること。 

  ㈡ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業

所の指定認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員の総数（共用型指定認知症対応型

通所介護事業所にあっては、設備を共用する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人

福祉施設の認知症対応型共同生活介護、指定介護予防認知症対応型共同生活介護、指定地域密

着型特定施設入居者生活介護又は指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を直接提供

する職員の総数を含む。）のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上

であること。 

⑵ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

➢ 留意事項【留意事項通知２の(２０)④から⑦及び３の２（２７）（準用：２の４(２０)）】 

① サービス提供体制強化加算について 

 ⑴ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平

均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始

し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換

算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開

した事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。なお、介護福祉士につ

いては、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。 

⑵ 前号ただし書きの場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割

合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、

毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに届出を提出しなければ

ならない。 

⑶ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

⑷ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人等の経営する

他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職

員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

② 指定認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、介護職員

又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。 

③ 同一の事業所に於いて、介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行っている場合において

は、本加算の計算も一体的に行うこととする。 

 

 

＜関連Ｑ＆Ａ＞ 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問２）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎研修

課程修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされて

いるが、その具体的取扱いについて示されたい。 

（答）要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるもの

ではなく、例えば介護福祉士については、平成２４年３月３１日に介護福祉士国家試験の合

格又は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２４年４月におい

て介護福祉士として含めることができる。また、研修については、全カリキュラムを修了し
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ていれば、修了証明書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。なお、

この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験センター

のホームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促す

とともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。 

介護保険Ｑ＆Ａ（令和３年３月２６日） 

（問１２６）「１０年以上介護福祉士が３０％」という最上位区分の要件について、勤続年数はど

のように計算するのか。 

（答）サービス提供体制強化加算における、勤続１０年以上の介護福祉士の割合に係る要件につい

ては、 

一 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が１０年以上の者の割合を

要件としたものであり、 

一 介護福祉士の資格を取得してから１０年以上経過していることを求めるものではないこと。 

 

＊「同一法人等での勤続年数」の考え方について、 

一 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種

（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数 

一 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更

がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続年数は通算す

ることができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行われる

等、職員の労働管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる 

なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介護職

員の「勤続年数１０年の考え方」とは異なることに留意すること。 

 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問６）産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答）産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めるこ

とができる。 

介護保険Ｑ＆Ａ（平成２１年３月２３日） 

（問１０）「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こ

ととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業

所について、体制届出後に算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

（答）サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号などにおいて以下

のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定され

なくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合

は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとす

る。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月ま

での実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準

を下回っていた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、

平成２１年４月分の算定はできない取扱いとなる。 
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（14）介護職員等処遇改善加算【地域密着型報酬告示３ニ注】 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行っ

た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、

利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 介護報酬総単位数の１０００分の１８１に相当する単位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 介護報酬総単位数の１０００分の１７４に相当する単位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 介護報酬総単位数の１０００分の１５０に相当する単位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 介護報酬総単位数の１０００分の１２２に相当する単位数 

 

 

 

 

１ 住所地特例対象者の地域密着型サービスの利用について 

住所地特例の対象者は保険者が転居前の市町村であることから、転居後の市町村が提供する地域密

着型サービスを利用することはできませんでした。 

これについて、転居後の現在住んでいる市町村（住所地）で各種サービスの提供を保障できるこ

とが地域包括ケアの観点から望ましいことをふまえ、住所地特例の対象者については、住所地の市

町村の指定をうけた次のサービスを利用できるよう改正されました。 

 

【対象となる特定地域密着型サービス】 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、② 夜間対応型訪問介護、③ 地域密着型通所介護、

④ 認知症対応型通所介護、⑤ 小規模多機能型居宅介護、⑥ 看護小規模多機能型居宅介護の６

つで特定地域密着型サービスといいます。(法 8 条第 14 項) 

また、介護予防地域密着型サービスは、① 介護予防認知症対応型通所介護、② 介護予防小規

模多機能型居宅介護の２つで特定地域密着型介護予防サービスといいます。(法 8 条の 2 第 12 項) 

 

【住所地特例とは】 

介護保険の被保険者が、他保険者の市区町村にある住所地特例対象施設に入所し、施設所在地に

住民票を移された場合であっても、前保険者の被保険者のままであるという制度（介護保険法第 13

条による） 

・ 介護保険においては、地域保険の考え方から、住民票のある市町村が保険者となるのが原則 

・ その原則のみだと、介護保険施設等の所在する市町村の給付費の負担が過度に重くなることか

ら、施設等の整備が円滑に進まないおそれがある。 

・ このため、特例として、施設に入所する場合には、住民票を移しても、移す前の市町村が引き

続き保険者となる仕組み（住所地特例）を設けている。 

 

２ 事故発生時の報告について 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」及び「指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準」に基づき、利用者または入所者に対するサービスの提供に

より事故が発生した場合には、速やかに鳥栖地区広域市町村圏組合へ報告してください。 

Ⅵ．その他 
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➢ 報告の対象 

介護サービス提供中に発生した事故（送迎、通院等の間も含まれます。）のうち、下記「報告の範

囲」に含まれるものについて報告してください。なお、事業者の過失の有無は問いません。 

 

➢ 報告の範囲 

 ⑴ 利用者のケガについて 

  転倒等に伴う利用者のケガの程度が、病院、診療所等の受診や入院加療になった場合報告してく

ださい。ただし、ケガ等はないが慎重を期すため受診したが、特に異常がなかった場合はこの限

りではありません。 

 ⑵ 誤嚥について 

  食事が喉に詰まる等により利用者を病院、診療所等へ搬送した場合報告してください。 

 ⑶ 誤薬について 

  他人の薬を誤って服薬した、飲むべき薬を飲まなかった、薬の処方量を誤って服薬してしまった

等について、服薬後の利用者の影響の有無に関わらず全て報告してください。 

 ⑷ 食中毒、感染症及び結核について 

  サービス提供に関連して発生したと認められる場合に報告してください。感染症の場合で、「感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定めるもののうち、１・２・３及び

４類に該当する場合も報告してください。（インフルエンザ等が施設または事業所内にまん延す

る等の状態となった場合も含みます。） 

  ※関連する法に定める届出義務があるものは、これに従ってください。 

⑸ 従業者の違法行為、不祥事の発生について 

 利用者からの預り金の横領など利用者の処遇に影響があるものは報告してください。 

⑹ その他 

  事業者が報告の必要性を判断した場合も報告してください。また、利用者が病気等で死亡した場

合でも、死因等に疑義が生じる可能性のある時は報告してください。 

 

厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順 

※コロナウイルス感染症はここに含まれます。 

（平成 18 年 3 月 31 日厚生労働省告示第 268 号） 

養護老人ホーム等（注：地域密着型サービス事業所等を含みます）の管理者等は、イからハまで

に掲げる場合には、有症者等の人数、症状、対応状況等を市町村又は保健所に迅速に報告するとと

もに、市町村又は保健所からの指示を求めることその他の必要な措置を講じなければならないこ

と。 

イ 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤な患者が１週

間内に 2 名以上発生した場合 

ロ 同一の有症者等が 10 名以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ハ イ及びロに掲げる場合のほか、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者

等が報告を必要と認めた場合 

 

３ 過去の運営指導等において指摘が多い事項について 

（運営基準） 

・ 運営規程、重要事項説明書、契約書、事業所パンフレット等の内容に不備がある。 

・ 外部研修の参加が少ない。また研修参加後の復命や記録が不十分である。 

・ 地域密着型通所介護計画において、居宅サービス計画に沿って作成されていないもの、居宅サー

ビス計画に無いサービスが立案・実施されていたケースがあった。 
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・ 通所介護計画を介護支援専門員に交付していない。 

・ 送迎についての、計画・記録が確認できなかった。 

・ 地域密着型通所介護計画に位置付けがないまま屋外でのサービスを提供されていた。 

・ 地域密着型通所介護計画の目標及び内容について、利用者又は家族に説明を行ったことや、実施

状況や評価について説明を行ったことが確認できなかった。 

・ 各種委員会、研修、訓練の記録がない 

（所要時間の区分） 

・ サービス提供を中断して受診等を行っているが、提供時間を短縮せずに算定している。 

・ サービス提供記録上の提供時間と、所要時間の区分が整合しない。 

（2 時間以上 3 時間未満の通所介護の取扱い） 

・ 利用者の心身の状況からやむを得ず長時間の利用が困難である場合でないのに算定している。 

（人員基準欠如・定員超過） 

  介護保険サービス利用でない利用者が一体的にサービスを受けているが、その者も含めた利用者

数に対して、人員基準欠如や定員超過の状態になっている。 

  看護職員が基準通りに配置されておらず、減算対象となっているにも関わらず減算していない。 

（入浴介助加算） 

・ 入浴の実施がない日に誤って請求している。 

・ 入浴を清拭に替えた日に加算を請求している。 

・ 居宅サービス計画及び通所介護計画に位置付けがない状況で、サービスを提供した。 

（個別機能訓練加算） 

・ 機能訓練指導員が専らその職務に従事する時間が予め定められていない。 

・ 個別機能訓練計画書の作成に代えて当該内容を通所介護計画の中に位置付けることとしている

が、内容が十分でない。 

・ 機能訓練に係る目標の期間が 1 年となっている等、効果的な計画になってない。 

・ 個別機能訓練の目標が曖昧となっており、具体的で分かりやすいものになっていない。 

・ 個別機能訓練加算を算定するにあたって、訓練の目標及び内容が身体機能に重点を置いたものに

なっており、生活機能の向上に結び付く内容になっていない。 

・ 訓練の内容・実施時間・担当者等の記録がない。 

・ 個別機能訓練計画に基づいて行った訓練の効果等の評価が行われていない。 

・ 個別機能訓練の目標が、当該訓練を行って達成する目標とは無関係なものになっている。 

・ 個別機能訓練計画に位置付けている訓練を行っておらず、全体で行ったレクリエーション等のみ

を行った日に、加算を算定している。 

・ 多くの利用者が同じ計画となっており、個別的な訓練が実施されていない。 

 

※過誤や減算になった事業所には別途当該手続きが必要になりますので協議を行います。 

 

４ 地域密着型サービス事業所の指定等に付す条件について 

（平成２８年１２月２日 鳥広介第８２０号） 

１ 認知症対応型共同生活介護及び小規模多機能型居宅介護 

① 鳥栖地区広域市町村圏組合（以下、「本組合」という。）以外の被保険者から利用希望の相談

等があった場合は、本組合介護保険課に対し、事前に連絡・相談等を行うこと。 

② 本組合以外の被保険者から利用希望の相談等があった場合は、当該保険者の住所地の保険者か

ら指定を受けること。 

③ 利用者は原則として本組合の区域内に住民登録し、１２ヶ月以上経過している被保険者とする

こと。 
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④ ③の要件を満たさない者から利用の申し込みがあったときは、本組合と協議することとし、協

議の結果、本組合の同意があった場合に限り、利用の申し込みを承諾すること。 

⑤ 被保険者の配偶者又は一親等の親族（親又は子）が本組合管内に１年以上居住している場合

は、④の協議対象とする。 

 

２ 地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

① 鳥栖地区広域市町村圏組合（以下、「本組合」という。）以外の被保険者から利用希望の相談

等があった場合は、本組合介護保険課に対し、事前に連絡・相談等を行うこと。 

② 本組合以外の被保険者から利用希望の相談等があった場合は、当該保険者の住所地の保険者か

ら指定を受けること。 

 

５ 各種マニュアル・手引き等（厚生労働省発行） 

➢ ハラスメント関係対策 

介護現場におけるハラスメント対策 (mhlw.go.jp) 

・000947524.pdf (mhlw.go.jp) 

介護現場におけるハラスメント対策マニュアル［PDF 形式：4,506KB］ 

・000947394.pdf (mhlw.go.jp) 

管理者向け研修のための手引き PDF[3,230KB] 

・000947395.pdf (mhlw.go.jp) 

職員向け研修のための手引き PDF[2,248KB] 

 

➢ 感染症対策 

介護事業所等向けの新型コロナウイルス感染症対策等まとめページ｜厚生労働省 (mhlw.go.jp) 

・001149870.pdf (mhlw.go.jp)[8.7MB] 

（令和 5 年 9月 25 日）介護現場における感染対策の手引き（第 3 版）［PDF 形式：8.6MB］ 

 

➢ 虐待の防止 

高齢者虐待防止 ｜厚生労働省 (mhlw.go.jp) 

・001225728.pdf (mhlw.go.jp)[6.3MB] 

市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について（令和５年３月改訂） 

 

➢ 業務継続計画（ＢＣＰ） 

介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修資料・動画｜厚生労働省 

(mhlw.go.jp) 

 

➢ 介護職員等処遇改善加算について 

介護職員の処遇改善（厚生労働省ポータルサイト）（https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12305000/000947524.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12305000/000947394.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12305000/000947395.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001149870.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/boushi/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12304250/001225728.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html
https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/
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６ 令和７年度 鳥栖地区広域市町村圏組合地域密着型サービス事業所及び介護予防・生活支援   

サービス事業所に係る集団指導受講者アンケートについて 

本日の説明に対して、アンケートを実施しております。 

ご回答いただきました内容については、今後の業務に役立たせて参りますので、ご協力をお願いし

ます。アンケートは、下記のＵＲＬ等から令和７年７月８日（火）までに、ご回答をお願いします。 

※参加された方、お一人ずつご回答をお願いします。 

 

 

 

 

 

URL: https://forms.gle/hQ32W4WMyF2uomzS9 

↑アンケートについてはこちら。 

 

 


